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福祉総務課 福祉総務係

１ 民生委員・児童委員

（１）構成人員

（２）民生委員・児童委員活動状況

※ 相談・支援件数は、１人の相談者から複数の相談を受けた場合、内容別に記載している。

２ 社会を明るくする運動

法務省が主唱する「社会を明るくする運動」は、毎年７月を強調月間とし、罪を犯した人や非行

に陥った少年たちの更生や犯罪の防止について理解を深め、犯罪のない明るい社会を築こうとする

全国的な運動である。

地 区 名 人 員 数

秋川第一地区 ２１

秋川第二地区 ２５

五 日 市 地 区 ２４

合 計 ７０

内 訳 件 数

相談・支援

内容別

在宅福祉 ４４

介護保険 ６８

健康･保健医療 ３９

子育て･母子保健 ６４

子どもの地域生活 ４４

教育･学校生活 １５４

生活費 ２５

年金･保険 １

仕事 ３

家族関係 ５８

住居 ２２

生活環境 ３７

日常的な支援 ４１３

その他 ２６２

合 計 １，２３４

分野別

高齢者に関すること ６０８

障がい者に関すること ３５

子どもに関すること ４１９

その他 １７２

合 計 １，２３４

そ の 他 の 活 動

調査･実態把握 １９５

行事･事業･会議への参加･協力 １，２７６

地域福祉活動･自主活動 １，０４８

民児協運営･研修 ２，７５１

証明事務 １７２

要保護児童発見の通告･仲介 １

訪 問 活 動
訪問･連絡活動 ５，５７８

その他 ３，８１１

連 絡 調 整 回 数
委員相互 ４，６０８

その他の関係機関 ３，３７５
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市では、例年、保護司が中心となり、市内小・中・高等学校、町内会・自治会、民生児童委員協

議会、更生保護女性会等の協力により、市内４駅で広報活動を実施しているが、令和４年度は新型

コロナ対策のため中止した。

３ 菅生交流会館の利用状況・使用料

４ 福祉サービス連携推進会議

あきる野市地域保健福祉計画に基づく福祉サービスの連携及び推進を図るため設置されたあきる

野市福祉サービス連携推進会議において、令和４年度は、計画の推進状況の把握・課題の顕在化・

改善策の検討及び実践を行い地域福祉の推進を図った。また、緊急時の対応マニュアルの改定を行

った。

推進会議メンバー

健康福祉部長（議長）、子ども家庭部長（副議長）、生活福祉課長、障がい者支援課長、高齢者

支援課長、健康課長、子ども政策課長、子ども家庭支援センター所長、保育課長及び福祉総務課長

５ 秋川ふれあいセンターの指定管理者による管理

秋川ふれあいセンターについては、社会福祉法人あきる野市社会福祉協議会を指定管理者として

指定し、管理運営を委託している。

（１）指定管理者 社会福祉法人あきる野市社会福祉協議会

（２）指定の期間 平成３１年４月１日から令和６年３月３１日まで

（３）施設利用状況

６ 災害見舞金支給事務

開館日数 施設区分 利用件数

使用料

徴収分 減免分

件数 金 額（円） 件数 金 額（円）

３６５

ホール ５８ ３ ７，０００ ５５ １７４，０００

会議室 ２２ ０ ０ ２２ １２２，５００

和 室 ３ ０ ０ ３ ６９，４００

合 計 ８３ ３ ７，０００ ８０ ３６５，９００

開館
日数

施設区分 利用件数 利用人数
使用料

徴収分（円） 減免分（円）

３３４

第１会議室 ２９３ １，４５０ ８７，０００ ５１２，５００

第２会議室 ２３２ １，１６５ ５１，０００ ４７０，０００

第３会議室 ２４０ １，２８８ ４６，５００ ４８５，５００

寿の間 １９７ ２，５９４ ２２８，６００ ５０４，０００

ふれあい
ホール

２６３ １２，７４１ ７９６，９５０ ２，９８０，８１６

備品 ２１ ４２，０００ ０

合 計 １，２４６ １９，２３８ １，２５２，０５０ ４，９５２，８１６

内 訳 件 数 金 額（円）

居宅が全壊、全焼又は流失 ２ ６０，０００

居宅が半壊、半焼又は床上浸水 ０ ０
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７ 令和元年台風第１９号災害対応

賃貸型応急仮設住宅の提供等

施設借上 １件

８ 戦没者追悼式（あきる野市遺族会と共催）

新型コロナ対策のため規模を縮小して実施した。

開催日 令和４年１１月２６日

場 所 秋川ふれあいセンター ふれあいホール

参列者 ３５人

９ 福祉サービス総合支援事業及び成年後見活用あんしん生活創造事業

福祉サービスの利用者等の相談、苦情対応、支援等を実施することにより、福祉サービスの利用

者等が安心して適切な福祉サービスを選択し、利用できるよう支援を行った。

（１）利用者サポート（原則として月～金に相談員を設置し、相談及び対応した。）

相談対象者数 １６８人 延べ対応件数 ６９８件

（２）専門相談の実施

司法書士による専門相談 ６回 １１件

弁護士による福祉法律相談会 ６回 １５件

（３）成年後見活用あんしん生活創造事業

成年後見人等のサポート ６９件

受任調整会議 ７回 １６件

（４）成年後見制度の普及啓発活動

成年後見制度講座 ４回 参加者８５人

（５）地域ネットワークの活用（地域の関係者や関係機関との連携を図った。）

（６）成年後見制度利用促進協議会の開催 ２回

死 亡 ０ ０

負 傷 ０ ０

合 計 ２ ６０，０００
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福祉総務課 指導検査係

１ 社会福祉法人指導監査

あきる野市長が所轄する社会福祉法人（主たる事務所が市の区域内にあり、その行う事業が市の

区域を越えない社会福祉法人）に対して、適正な法人運営と社会福祉事業の健全な経営を確保する

ため、社会福祉法及び関係法令・通知に基づき、指導監査を実施した。

（１）所轄法人の状況 （単位：法人）

（２）指導監査 （単位：件）

２ 障害福祉サービス事業者等指導監査

障害福祉サービス事業者等に対して、適正な事業運営と利用者保護等の視点から、サービスの質

の向上や支給の適正化を図るため、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

及び児童福祉法等に基づき、指導監査を実施した。 （単位：件）

３ 介護サービス事業者等指導監査

介護サービス事業者等に対して、適正な事業運営と利用者保護等の視点から、サービスの質の向

上や支給の適正化を図るため、介護保険法等に基づき、指導監査を実施した。 （単位：件）

４ 特定教育・保育施設等指導検査

特定教育・保育施設等に対して、適正な事業運営と利用者保護等の視点から、サービスの質の向

上や支給の適正化を図るため、子ども・子育て支援法等に基づき、指導検査を実施した。

（単位：件）

社会福祉協議会 1 施設のみを経営する法人 複数の施設を経営する法人 合 計

１ ６ ５ １２

件 数 うち都との合同実施 文書指摘あり

一般監査 ４ １ ２

特別監査 ０ ０ ０

合 計 ４ １ ２

件 数 うち都との合同実施 文書指摘あり

実地指導 ２６ ０ １９

監 査 ０ ０ ０

合 計 ２６ ０ １９

件 数 うち都との合同実施 文書指摘あり

実地指導 １４ ０ ４

監 査 ０ ０ ０

合 計 １４ ０ ４

件 数 うち都との合同実施 文書指摘あり

一般指導検査 １０ １ １

特別指導検査 １ ０ ０

合 計 １１ １ １
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生活福祉課 生活福祉係

１ 生活資金貸付（貸付限度額１件８０，０００円）

２ 受験生チャレンジ支援貸付事業の窓口運営事業

一定の所得以下の世帯の子どもの学習塾等の受講費用及び高等学校、大学等の受験費用について

貸付けを行うことにより、対象世帯の子どもに対する教育機会の確保を支援する東京都の事業で、

申請手続支援窓口の運営を社会福祉法人あきる野市社会福祉協議会に委託し実施した。

３ 生活困窮者自立支援事業

生活保護に至る前の段階で包括的な相談支援を行うことにより、相談者の自立の促進を図ること

を目的とする。相談窓口において、就労を始めとする生活上の相談支援を行う自立相談支援事業と、

離職者等で就労能力及び就労意欲のある者のうち、住宅を喪失又は喪失するおそれのある者を対象

とする住居確保給付金支給事業、家計面から生活再建の検討が必要な者を対象とする家計改善支援

事業、生活リズムの崩れ等により、直ちに就労することが難しい者を対象とする就労準備支援事業

を実施した。

（１）月別生活困窮者自立相談状況

（２）主な相談経路

（３）主な相談内容（新規相談：複数回答）

貸付件数 金額（円）

１ ８０，０００

内 容 内 訳 件 数

学習塾等受講料貸付
中学３年 ３２

高校３年 ９

受 験 料 貸 付
中学３年 ３０

高校３年 １５

合 計 ８６

月
区分

４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １ ２ ３ 合計

初回相談件数 36 23 29 37 34 40 11 19 17 20 21 15 302

継続相談件数 35 39 32 32 35 36 33 41 36 37 32 33 421

合 計 71 62 61 69 69 76 44 60 53 57 53 48 723

相談経路 件 数

直接来庁・電話 ２２０

市役所他部署からの紹介 ３０

ハローワーク ２

社会福祉協議会 ２６

民生委員・児童委員 ３

その他 ２１

合 計 ３０２

相談内容 件数 相談内容 件数

病気や健康、障害に関すること ５４
債務や税金、公共料金等の支払いに
関すること

２６

住まいに関すること ７８ 地域・家族との関係に関すること １９

収入、生活費に関すること １５９ 子育て・ひきこもり等に関すること ４

仕事探し、就職に関すること ４４ その他 ２６
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（４）住居確保給付金

（５）就労支援

（６）家計改善支援事業

（７）就労準備支援事業

（８）新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金

４ 生活保護法（保護費支払状況）

※ 医療扶助（令和４年３月から令和５年２月診療分）の診療報酬明細書（レセプト）関連

算定額 ７０６，７６７，８８９円 （１６，９６５件）

確定額 ６９４，４８９，５４３円

過誤調整額 １２，２７８，３４６円

（過誤調整額内訳）

世帯区分 支給決定世帯数 延べ支給月数 金 額（円）

単 身 １１ ５７ ２，２９４，６００

複 数 ２２ １４１ ６，８０１，０００

合 計 ３３ １９８ ９，０９５，６００

支援対象者区分 就労支援者数 就労決定者数

自立相談支援対象者 ３６ １２

住居確保給付金対象者 ５３ １４

合 計 ８９ ２６

家計改善支援対象者数 支援終了者数 継続相談支援者数

３ ０ ３

就労準備支援対象者数 支援終了者数 継続支援者数

７ ０ ７

世帯区分 支給決定世帯数 延べ支給月数 金 額（円）

単 身 ２２（うち再支給１７） ８２ ４，９２０，０００

２ 人 １３（うち再支給 ６） ５１ ４，０８０，０００

３人以上 １２（うち再支給１０） ４６ ４，６００，０００

合 計 ４７（うち再支給３３） １７９ １３，６００，０００

区 分 支出額（円） 構成比率（％）

生 活 扶 助 ４５２，４６８，８７８ ２９．０８

住 宅 扶 助 ３１０，９８８，５４４ １９．９９

教 育 扶 助 ５，７４９，９７３ ０．３７

介 護 扶 助 ５４，８９２，５５５ ３．５３

医 療 扶 助 ７００，８２４，５４７ ４５．０４

出 産 扶 助 ０ ０．００

生 業 扶 助 ２，９８８，９２９ ０．１９

葬 祭 扶 助 ３，４４７，７６４ ０．２２

就労自立給付金 ２８２，２８１ ０．０２

進学準備給付金 １００，０００ ０．００

保護施設事務費 ２２，５４３，０２４ １．４５

委託事務費 １，６７１，３５０ ０．１１

合 計 １，５５５，９５７，８４５ １００．００

内 訳 過誤調整額（円） 再審査請求件数 査定件数

資格点検による過誤調整 １１，６７３，０２２ ２６８ ２７３

内容点検による過誤調整 ２９４，５７０ ３９９ ４８
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５ 法外援護

生活保護法による被保護世帯に属する学童及び生徒に対して、夏季健全育成費等の費用を支給し、

当該世帯の学童及び生徒の健全育成並びに世帯の自立助長を図った。また、被保護者及び被保護世

帯に対して、自立支援に要する経費の一部を支給することにより被保護者等の自立促進を図った。

（１）健全育成事業

ア 夏季健全育成費

イ 学童服及び運動衣購入金

ウ 自立援助金

エ 修学旅行支度金

（２）自立促進事業

６ 住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金給付事業

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、様々な困難に直面した方々が速やかに生活支

援を受けられるよう、令和３年度又は令和４年度の住民税が非課税となる世帯等に対して、１世帯

１０万円を給付した。

（１）受付期間 令和４年１月１７日から ９月３０日まで（令和３年度非課税・家計急変）

令和４年７月 １日から１２月３１日まで（令和４年度非課税）

その他（医療機関取下げ等） ３１０，７５４ － １６

区 分 人 員 金 額（円）

小 学 生 ２９ ９５，７００

中 学 生 ２２ ７２，６００

合 計 ５１ １６８，３００

区 分 人 員 金 額（円）

学童服

小学生 ２３ ２６２，２００

中学生 １５ １７１，０００

小 計 ３８ ４３３，２００

運動衣

小学生 ２９ １１８，９００

中学生 ２１ ８６，１００

小 計 ５０ ２０５，０００

合 計 ８８ ６３８，２００

区 分 人 員 金 額（円）

中学校卒業者 ０ ０

区 分 人 員 金 額（円）

小 学 生 ６ ２５，８００

中 学 生 ９ ７６，５００

合 計 １５ １０２，３００

内 容 人 員 金 額（円）

高齢者等生活環境改善費（居宅清掃費用） １ ３７１，８００

住宅契約関係費（鍵交換費等） １３ ２２７，６００

学習環境整備支援費（中学３年生） １ ９５，５５６

学習環境整備支援費（小学１年生～中学２年生） ３ １７２，８００

学習環境整備支援費（高校３年生） １ １０６，８６０

大学等進学支援費 １ ７５，０００

合 計 ２０ １，０４９，６１６
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（２）事業費

※令和３年度臨時特別給付金は、令和３年度から継続して実施しているため、令和４年３月３１

日までに給付済の世帯は対象世帯から除いている。

※令和３年度と令和４年度の臨時特別給付金は併給できない。

（３）委託料

７ 電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金給付事業

電力・ガス・食料品等の価格高騰による負担増を踏まえ、特に家計への影響が大きい低所得世帯

（令和４年度住民税非課税世帯等）に対し、１世帯５万円を支給した。

（１）受付期間 令和４年１１月１日から令和５年１月３１日まで

（２）事業費

（３）委託料

手続種別 対象世帯数 給付世帯数 金 額（円）

令和３年度

臨時特別

給付金

非課税世帯（確認書）
９８９

４１８ ４１，８００，０００

非課税世帯（申請書） ５１ ５，１００，０００

家計急変世帯 － ２５ ２，５００，０００

令和４年度

臨時特別

給付金

非課税世帯（確認書） １，０６０ ９４８ ９４，８００，０００

非課税世帯（申請書） － ２ ２００，０００

家計急変世帯 － １１ １，１００，０００

合 計 ２，０４９ １，４５５ １４５，５００，０００

件 名 金額（円） 委託業者

システム開発等委託 ２，１４５，０００ （株）ジーシーシー東京西支社

手続種別 対象世帯数 給付世帯数 金 額（円）

非課税世帯（確認書） ７，６７２ ７，２５２ ３６２，６００，０００

非課税世帯（申請書） － ８７ ４，３５０，０００

家計急変世帯 － ５１ ２，５５０，０００

合 計 ７，６７２ ７，３９０ ３６９，５００，０００

件 名 金額（円） 委託業者

コールセンター等業務委託 ２６，６１８，６６９ （株）ＪＴＢ

システム開発等委託 ３，５６４，２４８ （株）ジーシーシー東京西支社
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生活福祉課 保護係

１ 生活保護法事務事業

被保護世帯数は、令和４年度末現在７５５世帯で、令和３年度末の７２３世帯と比較して、

３２世帯（４．４３％）増加した。また、世帯人員は、令和４年度末現在９７６人で、令和３年度

末の９４３人と比較して、３３人（３．５０％）増加した。

（１）被保護者の世帯・人員の状況

※ 保護率：‰（パーミル）は、千分率であり、１，０００人当たりの人員を示す。

（２）月別生活保護受給状況（保護停止中を除く、現に保護を受けたもの）

（３）生活保護受給内訳（年度末累計）

（４）被保護世帯の労働力類型（年度末累計）

世 帯 類 型
令和３年度 令和４年度 対前年度比

（％）世帯数 構成比（％） 世帯数 構成比（％）

高 齢 者 世 帯 ３５１ ４８．５５ ３６３ ４８．０８ ３．４２

母 子 世 帯 ５０ ６．９２ ４８ ６．３６ △４．００

障 害 者 世 帯 １１２ １５．４９ １２５ １６．５６ １１．６１

傷 病 者 世 帯 １１５ １５．９１ １１５ １５．２３ ０．００

そ の 他 の 世 帯 ８９ １２．３１ １０２ １３．５１ １４．６１

保護停止中世帯 ６ ２

保護停止中人員 ６ ２

世 帯 数 合 計 ７２３ ７５５ ４．４３

人 員 合 計 ９４３ ９７６ ３．５０

保 護 率 （ ‰ ） １１．７‰ １２．２‰

月別
区分

４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １ ２ ３

世帯数 710 715 715 719 722 731 735 736 739 733 752 753

世帯人員 921 923 923 932 934 946 953 960 956 953 975 974

区 分
令和３年度 令和４年度

世帯数 人員 世帯数 人員

生 活 扶 助 ７，５３８ １０，１７０ ７，７４６ １０，１５１

住 宅 扶 助 ６，７１６ ８，８００ ６，９０３ ８，７９６

教 育 扶 助 ４６６ ６９６ ４３４ ６４２

介 護 扶 助 １，８０７ １，８９０ １，６８５ １，７５０

医 療 扶 助 ７，４０５ ９，１８５ ７，５４６ ９，１３６

出 産 扶 助 ０ ０ ０ ０

生 業 扶 助 １９９ ２０５ １９０ １９８

葬 祭 扶 助 １７ １７ １９ １９

保護施設事務費 ９６ ９６ ９５ ９５

合 計 ２４，２４４ ３１，０５９ ２４，６１８ ３０，７８７

種 別
高齢者
世帯

母子
世帯

傷病・障
害者世帯

その他
の世帯

合 計
医療単給世
帯（再掲）

世帯主が働いている世帯 158 229 423 363 1,173 11

世帯主は働いていないが世
帯員が働いている世帯

43 18 131 65 257 0

働いている者がいない世帯 4,058 356 2,268 648 7,330 155

合 計 4,259 603 2,822 1,076 8,760 166
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（５）医療扶助受給人員（病類別、年度末累計）

（６）介護扶助受給人員及びサービス利用件数

（７）医療扶助受給人員（入院・入院外別）

（８）医療扶助取扱件数

（９）保護の概要及び取扱件数

２ 就労支援の状況

※ 生活保護受給者等就労自立促進事業：ハローワークが実施する就労自立促進事業

３ 行旅死亡人等取扱状況

葬祭を執行する者がいない又は身元が判明しない死亡人の埋火葬を市が執り行った。

種 別 精神病 その他 合 計

人 数 1,222 7,914 9,136

月別
区分

４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １ ２ ３

人 員 150 145 147 147 146 142 146 142 144 144 146 151

利用件数 440 433 448 442 446 440 434 430 436 433 446 470

月別
区分

４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １ ２ ３

入院 65 60 60 62 65 66 55 60 62 60 59 66

入院外 683 699 698 694 670 689 709 720 704 700 714 716

要否意見書
医療券 施 術

治療材料
検診
命令入 院 入院外 調 剤 歯 科

３，６６７ ８２９ １１，３９３ ９，３５３ ２，５０１ ４９ ２９３

相談件数 申請受理件数
保護決定件数
(職権保護含む)

却下件数 取下げ件数 廃止件数

２４７ １４９ １２７ １６ ６ ９２

就労支援員との面接・相談支援 うち生活保護受給者等就労自立促進事業要請 就労件数

７３人 ２５人 ２４人

区 分 件 数 費用（円）

身元判明者（葬祭執行者なし） ５ ９１６，７５７

身元不明者 ０ ０

合 計 ５ ９１６，７５７



１　自立支援給付事業

（１）障害福祉サービス費

区　分 サービス名 延べ件数 延べ日数 金額（円）

居宅介護 1,291 9,288 56,964,299 

重度訪問介護 71 1,527 45,845,288 

行動援護 128 593 9,301,981 

同行援護 148 800 7,061,278 

療養介護 111 3,349 30,457,350 

生活介護 2,158 41,448 507,837,770 

短期入所 843 4,813 48,934,443 

施設入所支援 719 21,544 104,911,465 

介護給付費（計） 5,469 83,362 811,313,874 

共同生活援助 1,638 46,325 356,751,591 

宿泊型自立訓練 25 687 3,436,831 

自立生活援助 12 49 255,303 

自立訓練（機能訓練） 0 0 0 

自立訓練（生活訓練） 46 658 6,120,630 

就労移行支援 129 2,180 22,994,028 

就労継続支援A 172 3,381 27,504,270 

就労継続支援B 2,599 43,640 316,110,364 

就労定着支援 131 175 4,207,834 

訓練等給付費（計） 4,752 97,095 737,380,851 

計画相談支援 1,264 21,030,948 

地域移行支援 0 0 0 

地域定着支援 39 3 134,090 

相談支援給付費(計) 1,303 3 21,165,038 

2,208 18,306 20,069,746 

740 4,639 14,085,821 

1,453 45,130 98,057,240 

15,925 248,535 1,702,072,570 

（２）補装具費

延べ件数 金額（円）

装　具 62 5,208,001 

座位保持装置 14 2,797,284 

補聴器 1 19,080 

車椅子 19 4,588,418 

起立保持具 1 298,676 

歩行器 1 95,973 

小　　計 98 13,007,432 

義　肢 4 1,484,839 

装　具 31 2,189,690 

座位保持装置 6 878,986 

盲人安全つえ 4 19,784 

眼鏡 9 165,197 

補聴器 30 1,599,937 

車椅子 25 2,322,979 

電動車椅子 8 2,627,007 

歩行器 3 111,131 

歩行補助つえ 2 34,344 

基準外 1 29,700 

小　　計 123 11,463,594 

221 24,471,026 

障がい者支援課　障がい者支援係

特定障害者特別給付費

都加算短期入所費

都加算グループホーム費(知的・精神)

合　　計

種　　目

合　　計

相談支援給付費

介護給付費

訓練等給付費

児　　童

成　　人
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（３）重症心身障害児（者）通所事業費

実人数 金額（円）

13 26,447,590 

（４）療養介護医療費

実人数 入院（人） 通院（人） 調剤（人） 金額（円）

10 10 0 0 7,762,520 

（５）高額障害福祉サービス費

実人数 助成額（円）

24 661,172

（６）グループホーム等家賃助成

実人数 助成額（円）

76 9,065,863

２　障害児施設給付事業

（１）障害児通所給付費

区　　　分 サービス名 延べ件数 延べ日数 金額（円）

児童発達支援 714 3,643 41,873,007 

放課後等デイサービス 3,116 26,309 281,310,950 

保育所等訪問支援 50 76 1,510,345 

小　　　計 3,880 30,028 324,694,302 

障害児相談支援
給付費

障害児相談支援 510  9,265,514 

4,390 30,028 333,959,816 

（２）高額障害児通所給付費

実人数 助成額（円）

23 466,377

３  地域生活支援事業

（１）移動支援費

延べ件数 金額（円）

1,448 46,578,211 

（２）日中一時支援費

延べ件数 金額（円）

16 103,718 

（３）日常生活用具給付費

種目 延べ件数 金額（円）

ストマ装具 1,693 16,434,785 

紙おむつ 354 3,808,160 

その他 30 1,715,982 

合　　計 2,077 21,958,927 

（４）福祉ホーム運営費助成

実人数 金額（円）

5 1,380,000 

（５）精神障害者社会復帰事業

　　ア　精神障害者地域活動支援センター運営委託の状況

委託金額（円）

18,390,000 

　　イ　地域活動支援センター運営委託の状況

委託金額（円）

4,820,000 

合　　計

施設の名称 施設の所在地

精神障害者地域生活支援センター　　　　
フィレ

あきる野市二宮６７０番地５　　　　　　　
秋川健康会館　２階

施設の名称 施設の所在地

秋川虹の家 あきる野市油平２５８番地１９

障害児通所給付費
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４　自立支援医療費

（１）更生医療給付費

実人数 入院（人） 通院（人） 調剤（人） 金額（円）

46 7 46 37 79,237,344 

（２）育成医療給付費　　

実人数 入院（人） 通院（人） 調剤（人） 金額（円）

3 1 2 0 99,506 

５　障がい者就労・生活支援センター運営委託の状況

委託金額（円）

22,071,000 

６ 障害者等相談支援事業運営委託の状況

委託金額（円）

4,325,000 

７ 障害者等基幹相談支援センター事業運営委託の状況

委託金額（円）

11,611,000 

８ 障害福祉サービス等事業所燃料等価格高騰対策事業

原油価格や電気・ガス料金等の高騰を受けている障害福祉サービス等事業所を支援するため、補助金

  及び支援金を交付した。

（１）障害福祉サービス等事業所燃料等価格高騰対策事業補助金

（２）障害福祉サービス等事業所物価高騰対策支援金

施設の名称 施設の所在地

あきる野市障がい者就労・生活支援
センター

あきる野市秋川一丁目７番地６
リヴェール麗　２階

施設の名称 施設の所在地

あきる野市障がい者相談支援セン
ター

あきる野市二宮６７０番地５　　　　　　　
秋川健康会館　１階

施設の名称 施設の所在地

あきる野市障がい者基幹相談支援セ
ンター

あきる野市二宮６７０番地５　　　　　　　
秋川健康会館　１階

対象法人数 補助金総額（円）

24 7,393,000 

対象法人数 支援金総額（円）

18 4,071,793 
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障がい者支援課 障がい者相談係

１ 障害者手帳に関する状況

（１）身体障害者手帳交付等申請（届）の状況

（２）身体障害者手帳所持者数（令和５年３月３１日現在）

（３）愛の手帳交付等申請（届）の状況

（４）愛の手帳所持者数（令和５年３月３１日現在）

（５）精神障害者保健福祉手帳交付等申請（届）の状況

（６）精神障害者保健福祉手帳所持者数（令和５年３月３１日現在）

２ 障害福祉サービス及び障害児通所支援に関すること

（１）障害福祉サービスの支給決定の状況（令和５年３月３１日現在）

受給者証交付者数７１６人（うち児童６８人）

区分 新規交付 更 新 再交付 住所変更 氏名変更 返 還 合 計

件数 １４９ ２５ ２６ ８７ ５ ２５４ ５４６

等級
障害区分

１ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級 ６ 級 合 計

肢 体 不 自 由 ２４８ ２２５ ２０１ ３０６ ７８ ６９ １，１２７

聴 覚 言 語 等 障 害 ３０ ５４ ４７ ５７ ５６ ２４４

視 覚 障 害 ４９ ５３ ７ ９ １９ ６ １４３

内 部 障 害 ５１８ １６ ９２ ２０５ ８３１

合 計 ８４５ ３４８ ３４７ ５７７ ９７ １３１ ２，３４５

区分 新規交付 更 新 再交付 住所変更 氏名変更 返 還 合 計

件数 １９ ２４ １２ ２６ ２ ３２ １１５

程度 １ 度 ２ 度 ３ 度 ４ 度 合 計

人数 ２３ １５９ １８１ ４２４ ７８７

区分 新規交付 更 新 等級変更 再交付
記載事項
変更

合 計

件数 １１５ ３４１ ５ ７ ６４ ５３２

等級 １ 級 ２ 級 ３ 級 合 計

人数 ７６ ４１１ ３０４ ７９１

成人 児童 合 計

身 体 介 護 ４４ ８ ５２

家 事 援 助 ７９ ２ ８１

通 院 介 助 ３０ ５ ３５

通 院 等 乗 降 介 助 １ ０ １

重 度 訪 問 介 護 ５ ０ ５

同 行 援 護 １７ ０ １７

行 動 援 護 ８ ４ １２

短 期 入 所 １５６ ６７ ２２３

生 活 介 護 １９０ ０ １９０

施 設 入 所 支 援 ５９ ０ ５９

グ ル ー プ ホ ー ム １５５ ０ １５５

就 労 継 続 支 援 Ａ 型 １８ ０ １８

就 労 継 続 支 援 Ｂ 型 ２４４ ０ ２４４

就 労 移 行 支 援 １４ ０ １４

就 労 定 着 支 援 １６ ０ １６
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※ サービスの重複利用を含む。

（２）障害児通所支援によるサービスの給付決定の状況（令和５年３月３１日現在）

受給者証交付者数 ２９６人

※ 障害種別の重複を含む。

３ 地域生活支援事業に関すること

（１）重度心身障害者（児）日常生活用具給付等事業の状況

在宅の重度の心身障がい者（児）に対して、日常生活の便宜を図るため、用具を給付した。

（２）手話の普及等に関すること

ア 手話通訳者等派遣事業の状況

聴覚、音声機能又は言語機能の障害により、家庭生活及び社会生活を営む上で支障がある場

合に手話通訳者を派遣した。

イ 登録手話通訳者に対する研修会

登録手話通訳者の研修の機会として、東京手話通訳等派遣センターの講師を招き、庁内にて

研修を行った。

ウ 手話奉仕員養成講座

手話通訳士・東京都認定登録手話通訳者の講師を招き、手話の初級・中級及び初級･中級講

座修了者を対象とした上級・応用を学ぶことを通じて手話の普及を図るとともに、手話奉仕員

の養成を図った。

自 立 訓 練 ５ ０ ５

宿 泊 型 自 立 訓 練 ２ ０ ２

自 立 生 活 援 助 ０ ０ ０

療 養 介 護 ９ ０ ９

地 域 移 行 支 援 １ ０ １

地 域 定 着 支 援 ２ ０ ２

計 画 相 談 支 援 ６１１ ６８ ６７９

身体障がい児 知的障がい児 精神障がい児 合 計

児 童 発 達 支 援 １０ １３ ５５ ７８

放課後等デイサービス ４０ １０５ １００ ２４５

障 害 児 相 談 支 援 ５０ １２０ １５２ ３２２

保 育 所 等 訪 問 支 援 ０ ２ ６ ８

給付決定人数 給付品数

ス ト マ 装 具 １７４ １８５

紙 お む つ ２９ ２９

その他（頭部保護帽等） １７ ２１

利用実人数 利用回数 延べ時間数 金額（円）

要 約 筆 記 ０ ０ ０時間００分 ０

手話通訳（社会福祉協議会・
東京手話通訳等派遣センター）

７ １７ １８時間４７分 ８６，９００

期間 実施回数 １回当たりの時間 受講生数

令和４年４月 １日から
令和４年６月３１日まで

８ ２時間
初級・中級 １４人

上級・応用 １０人

令和４年７月 １日から
令和５年３月３１日まで

３０ ２時間
初級・中級 １３人

上級・応用 ７人
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（３）移動支援事業及びその他の事業の給付決定状況

受給者証交付者数 ３６４人（うち児童６２人）

※ 障害種別及び給付事業の重複を含む。

（４）自動車運転教習費助成事業の状況

心身障がい者の社会参加を促進するため、自動車運転免許取得経費の一部を助成した。

（５）自動車改造費助成事業の状況

重度身体障がい者の社会復帰の促進を図るため、重度身体障がい者が就労等に伴い自動車を取

得する際に自動車の改造に要する費用の一部を助成した。

（６）市長による成年後見制度審判申立て

本人の判断能力が不十分であり、成年後見制度の利用が必要だが申立人となる親族がいない場

合等に、市長による申立てを行う。

申立件数 ０件

４ 重度身体障害者（児）住宅設備改善費給付事業の状況

在宅の重度の身体障がい者（児）に対して、日常生活の利便を図るための住宅設備改善に要する

費用の一部を助成した。

５ 精神保健福祉に関する個別援助の状況

６ 医療費助成に関すること

（１）心身障害者医療費助成の状況

受給者の状況（令和５年３月３１日現在）

移動支援事業 日中一時支援事業 合 計

身 体 障 が い 者 １２７ １０ １３７

知 的 障 が い 者 ２６１ ２５ ２８６

精 神 障 が い 者 ４７ ２ ４９

児 童 ６２ １ ６３

給付件数 給付金額（円）

０ ０

給付件数 給付金額（円）

０ ０

給付件数 給付金額（円）

１ ５５７，８６５

居宅生活支援事業等
の利用に関する相談

精神保健福祉相談 合 計

実人数 延人数 実人数 延人数 実人数 延人数

来 所 １０ １３ ４３ ６３ ５３ ７６

電 話 ３１ ８６ ６１ ２２０ ９２ ３０６

訪 問 １８ １７ ３０ ２６ ４８ ４３

関係機関連絡 ２８ ９８ １１２ １８１ １４０ ２７９

合 計 ８７ ２１４ ２４６ ４９０ ３３３ ７０４

加入保険種別 受給者数 住民税非課税者（再掲）

国 民 健 康 保 険 ４０５ ３６９

社 会 保 険 ２３９ １４１

後 期 高 齢 １２７ １２７

合 計 ７７１ ６３７
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（２）障害者医療費助成の状況

ア 自立支援医療費（精神通院）支給認定申請の状況

在宅の精神障がい者に対し適正な医療を普及するため、通院医療を給付した。

（ア）自立支援医療費（精神通院）支給認定者数 １，４８１人

（イ）自立支援医療費（精神通院）申請件数

イ 自立支援医療費（更生医療）支給認定申請の状況

身体障がい者に対して、障害を除去又は軽減し、日常生活能力、職業能力を回復、獲得させ

るための医療を給付した。

ウ 自立支援医療（育成医療）支給認定申請の状況

身体障がい児や将来障害を残すと認められる疾患がある児童に対して、障害を除去又は軽減

し、日常生活能力を回復、獲得させるための医療を給付した。

エ 小児精神障害者入院医療費助成の状況

７ 難病医療費等助成、難病患者支援事業

（１）難病医療費等助成申請の状況

（２）対象者数（令和５年３月３１日現在）

区分 新規承認 更新・再開 追加交付
認定内容
変更

他道府県
転入

記載事項
変更

合 計

件数 １５２ １，２５７ ５０ ２８４ １０ ３３１ ２，０８４

区 分 給付決定人数

肝 臓 機 能 障 害 １

じ ん 臓 機 能 障 害 ３６

免 疫 機 能 障 害 １０

合 計 ４７

区 分 給付決定人数

音声・言語・そしゃく機能障害 ２

肢 体 不 自 由 ０

心 臓 機 能 障 害 ０

小 腸 機 能 障 害 ０

そ の 他 の 内 部 障 害 １

合 計 ３

区分 新規申請 継続申請 記載事項変更 合 計

件数 ３ ０ ０ ３

区分 新 規 更 新 変更届 再交付 その他 返 還 合 計

件数 １２４ ８５２ １４５ ７ ４ ２１８ １，３５０

分 類 病 名 対象者数

神 経 ・ 筋 疾 患
パーキンソン病 ９８

その他（１９疾病） １０２

免 疫 疾 患
全身性エリテマトーデス ４５

その他（１５疾病） ７９

消 化 器 疾 患
潰瘍性大腸炎 ８６

その他（４疾病） ４２

視 覚 疾 患 網膜色素変性症 １６

血 液 疾 患 特発性血小板減少性紫斑病 その他（３疾病） １２

内 分 泌 疾 患 下垂体前葉機能低下症 その他（４疾病） ２３

呼 吸 器 疾 患 特発性間質性肺炎 その他（３疾病） １９
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（３）Ｂ型・Ｃ型ウイルス肝炎治療医療費助成制度申請の状況

（４）難病患者支援事業利用状況

（５）難病講演会

難病患者とその家族の疾病理解の促進のため、東京都難病相談・支援センター及び東京都多摩

難病相談・支援室主催の難病医療相談会及び難病医療講演会の案内を対象疾病に罹患する市民に

通知した。

８ あきる野市障がい者基幹相談支援センター

障がい者（児）や家族等からの相談に対応し、当事者の社会復帰や社会参加の促進を図り、地域

で安定した生活を営むことができるように支援した。

（１）相談支援を利用している障がい者(児）の人数

皮膚・結合組織疾患 類天疱瘡 その他（５疾病） １１

骨 ・ 関 節 疾 患 後縦靱帯骨化症 その他（４疾病） ５８

循 環 器 疾 患 特発性拡張型心筋症 その他（７疾病） ２０

腎 ・ 泌 尿 器 疾 患 一次性ネフローゼ症候群 その他（５疾病） ３１

代 謝 疾 患 全身性アミロイドーシス その他（２疾病） ３

染 色 体 ・ 遺 伝 子 異 常 エーラス・ダンロス症候群 １

東京都単独の対象疾病 母斑症 その他（１疾病） ２

特 殊 医 療
人工透析を必要とする腎不全 １８９

先天性血液凝固因子欠乏症等 ５

合 計 ８８疾病 ８４２

対象治療法 実人数

Ｂ ・Ｃ 型ウ イル ス肝 炎イ ンタ ーフ ェロ ン ０

Ｂ 型 ウ イ ル ス 肝 炎 核 酸 ア ナ ロ グ 製 剤 ４４

Ｃ型ウイルス肝炎インターフェロンフリー ３

肝 が ん ・ 重 度 肝 硬 変 ０

合 計 ４７

支援内容 延べ人数

難 病 医 療 費 助 成 申 請 時 の 面 談 ２１

難 病 療 養 ・ 生 活 相 談 ５９

家 庭 等 訪 問 相 談 ０

就 労 相 談 ０

合 計 ８０

月 ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １ ２ ３ 合計 実人数

身体障がい
者 26 14 11 8 3 6 6 10 9 6 7 12 118 37

児 1 0 0 2 1 0 0 0 0 0 0 1 5 2

重 症 心 身

障 が い

者 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

児 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

知的障がい
者 19 16 22 17 24 17 23 31 22 25 16 21 253 80

児 2 0 0 0 0 0 1 1 1 2 1 0 8 7

精神障がい
者 86 81 92 81 97 79 67 85 77 74 119 116 1,054 279

児 0 0 1 1 3 4 1 1 0 0 0 2 13 5
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（２）相談支援に関する個別援助の状況

開所日数２９３日

９ 精神障害者地域活動支援センター事業

精神障がい者の日常生活の支援、家族も含めた相談支援、地域交流活動等を行うことにより、障

がい者の社会復帰、自立と社会参加の促進を図った。

（１）地域活動支援センターⅠ型（精神障害者地域活動支援センターフィレ）事業活動内容

登録者数７０人

（２）地域活動支援センターⅢ型（秋川虹の家）事業活動内容

登録者数１３人

発達障がい
者 10 19 15 10 14 16 14 12 10 20 17 14 171 33

児 1 7 3 7 12 5 5 10 17 7 14 11 99 51

高次脳機能

障 が い

者 2 0 3 0 1 1 0 1 0 2 2 10 22 11

児 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

難 病 患 者
者 0 1 0 0 0 0 0 0 1 1 1 4 8 5

児 0 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 4

小 計

（障がい者）
143 131 143 116 139 119 110 139 119 128 162 177 1,626 445

小 計

（障がい児）
4 11 4 10 16 9 7 12 18 9 15 14 129 69

合 計 147 142 147 126 155 128 117 151 137 137 177 191 1,755 514

月 ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １ ２ ３ 合計

来 所 相 談 （ 面 接 ） 62 40 39 32 40 43 31 45 92 36 116 74 650

電 話 相 談 251 250 261 278 356 246 240 298 265 277 308 404 3,434

訪 問 7 6 7 5 6 5 0 7 5 4 9 7 68

関 係 機 関 連 絡 調 整 100 101 128 86 107 67 54 89 69 70 89 136 1,096

同 行 3 14 12 5 2 7 3 5 8 3 4 4 70

ケ ー スカンファレンス 3 9 9 2 7 2 5 10 4 0 15 16 82

文書（電子メール以外） 1 0 1 3 1 0 0 2 3 0 1 2 14

文 書 （ 電 子 メ ー ル ） 6 2 3 4 12 0 0 6 7 13 8 9 70

合 計 433 422 460 415 531 370 333 462 453 403 550 652 5,484

内 容 実施回数 利用者数

グ ル ー プ 活 動 １０２ ６８６

生 産 活 動 ２３７ ２，９３２

オ ー プ ン ス ペ ー ス ２９３ ４１１

内 容 実施回数 利用者数

施 設 利 用 ２４６ ４５０

日 中 活 動 支 援 ２３９ ５

創 作 的 活 動 支 援 ２７ ２

社会との交流促進支援 ５８ ２２
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10 手当支給の状況

心身障害者福祉手当・特別障害者手当等の支給状況

11 各種助成事業の状況

（１）心身障害者(児)交通費等助成金支給事業の状況

心身障がい者（児）の通院及び生活圏拡大のために利用する電車、バス、タクシー等の運賃及

び自家用車のガソリン等の燃料費の一部を助成することにより、経済的負担を軽減し福祉の向上

を図った。（１人当たり月額 ２，４００円）

（２）心身障害者（児）おむつ等給付事業の状況

心身障がい者（児）に対し、おむつ代の一部を助成することにより、経済的負担を軽減し福祉

の向上を図った。（１人当たり月額上限５，０００円の現物支給）

（３）心身障害者（児）水道料金助成事業の状況

心身障がい者（児）がいる世帯に対し、水道料の基本料金を助成し、経済的負担の軽減と生活

の安定及び福祉の向上を図った。（年２回支給）

12 重度脳性麻痺者介護事業の状況

重度の脳性麻痺者を介護し、生活圏の拡大を図るための援助を行い、重度脳性麻痺者の福祉の増

進を図った。

13 重度心身障害者（児）入浴サービス事業の状況

家庭において入浴することが困難な重度心身障がい者（児）に契約施設において入浴サービスを

行うことにより、重度心身障がい者（児）の身体の清潔を保つとともに、家族の介護及び経済的負

担の軽減を図った。（利用料４，５００円、自己負担額５００円）

手当の名称 延べ支給人数 支給額（円）

心身障害者福祉手 当 ２０，０２５ ２１５，６２９，５００

特 別 障 害 者 手 当 ９８１ ２６，７８９，３００

障 害 児 福 祉 手 当 ３６４ ５，４０７，３２０

経 過 的 福 祉 手 当 ０ ０

合 計 ２１，３７０ ２４７，８２６，１２０

延べ支給人数 支給額（円）

１８，６１９ ４４，６８５，６００

延べ支給人数 支給額（円）

７７５ ３，４４２，７８０

延べ助成世帯数 助成額（円）

１１３ ７５１，９７１

実介護人数 延べ介護日数 介護人手当額（円）

３ ４３２ ２，８３３，９２０

実施施設 延べ利用人数 事業委託費（円）

あ す な ろ み ん な の 家 １７６ ７９２，０００

福 楽 園 ０ ０

西多摩療育支援センター ６６ ２９７，０００

合 計 ２４２ １，０８９，０００
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14 訪問入浴サービス

自宅の浴槽及び施設での入浴が困難な在宅の重度身体障害者（児）及び難病患者に対し、訪問入

浴サービスに要する費用を支給することにより、身体の清潔を保つとともに、家族の介護及び経済

的負担の軽減を図った。（利用料１１，１０６円、自己負担額１，２３４円）

15 身体・知的障害者相談員の活動状況

（１）相談

（２）地域活動

16 あきる野市障がい者就労・生活支援センター

（１）障がい者就労・生活支援センター事業

ハローワーク等関係機関と連携し、求職活動の同行・職場見学や面接の同行・会社や家庭との

連携・各種事務手続等の支援を行った。安定した生活を送るため、福祉サービスの利用援助、社

会資源の活用や社会生活を高めるための支援等を行った。

（２）障がい者職場体験実習事業

企業等への就労を希望する障がい者に対し、あきる野市役所及びあきる野市の施設において、

職場体験の実習の機会を提供することにより、障がい者の就労に対する意欲を高め、自立した生

活と社会参加の促進を図ることを目的とし実施した（４月、８月、１２月は実施なし）。実施月

に、おおむね５日間の実習を行った。

17 介護給付費等支給審査の状況

（１）介護給付費等支給審査会開催の状況

利用者数 利用回数 事業委託料

１ １０１ １，１２１，７０６

相 談 内 容 件 数 相 談 内 容 件 数

愛の手帳申請関係 １ 施設入所等に関すること ４

養育に関すること １ 就職に関すること ０

生活に関すること ２ 就学に関すること ３

家族関係に関すること ５ 年金・手当・保険に関すること ４

障害福祉サービスに関すること ２ その他（勉強会の参加等） １

活 動 内 容 件 数

諸会合、指導、地域活動等 １

月 ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １ ２ ３ 合計

相談

電話 226 240 337 296 330 301 314 274 236 245 258 320 3,377

来訪 91 87 105 89 94 94 87 102 79 84 74 95 1,081

訪問 30 43 47 34 27 45 35 46 31 37 23 40 438

合計(件) 347 370 489 419 451 440 436 422 346 366 355 455 4,896

来訪者数(人) 4 2 3 3 0 1 2 0 0 1 0 0 16

実施月 ５ ６ ７ ９ １０ １１ １ ２ ３ 合計

実習人数 １ １ １ １ １ １ １ １ １ ９

審査会委員数 年間開催回数 審査件数

５ １２ １７４
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（２）障害支援区分認定者の状況 （単位：人）

※ 審査件数に対する障害支援区分認定者の障害種別状況（重複有）

18 地域自立支援協議会

（１）活動内容

障害のあるなしにかかわらず相互に人格と個性を尊重し、安心して暮らすことのできる地域社

会の実現のため、地域の課題を整理しながら、基盤の整備・推進を図り、課題の解決に向けた協

議の場とし、以下の活動を行った。

ア 福祉サービス利用に係る相談支援事業の中立性及び公平性の確保と事業評価に関すること

イ 困難支援事例への対応の在り方に関する協議及び調整

ウ あきる野市障害者福祉計画の進行管理、評価等と具体化に向けた協議

エ 地域の関係機関によるネットワーク構築等に向けた協議

オ 地域の社会資源の開発・改善に向けた協議

カ 地域の障害者等を支える人材の育成に関すること

（２）全体会、各部会の活動状況

19 障害者虐待防止事業

（１）障害者虐待防止ネットワーク会議

障がい者虐待の予防や早期発見、虐待を受けた障がい者の保護及び養護者に対する支援を適切

に実施するため、「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律」第３５条

の規定に基づき、市内の関係機関、民間団体等との連携協力体制を整備することを目的に、あき

る野市障害者虐待防止ネットワーク会議を開催した。

区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 合 計

身体障がい者 ０ ３ ６ １１ ７ １７ ４４

知的障がい者 ０ １６ １７ ２４ ２５ ３１ １１３

精神障がい者 ０ ２２ １０ １ ０ ０ ３３

難 病 患 者 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

合 計 ０ ４１ ３３ ３６ ３２ ４８ １９０

名 称 開催回数 主な内容

全 体 会 ３

・地域自立支援協議会事業報告、年度計画
・指定相談事業者事業報告、年度計画
・指定相談支援事業者事業報告
・障害福祉サービス実績報告
・各部会の活動報告

く ら す 部 会 ３
・連携の在り方と住居支援について
・部会への当事者参加促進について

そ う だ ん 部 会 ３
・計画相談受入れ状況の確認について

・各事業所で対応に苦慮している事例に関する意見交換

こ ど も 部 会 ３
・障がいのある子と家族を支える「連携」の在り方について
・障がい児や家族に対する支援体制の充実について

は た ら く 部 会 ４
・自主製品の販路先拡大及び工賃向上について
・各事業所間の情報共有と連携について

主な内容

第 １ 回 ・事業計画について、相談対応状況・虐待ケース報告について

第 ２ 回 ・虐待防止事業報告について、虐待通報、相談の対応状況報告について
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（２）障害者虐待防止事業

障がい者に対する虐待の防止を図るため、障害福祉サービス事業所への通知にて、虐待防止マ

ニュアルの作成や虐待通報連絡先の周知状況等を調査するとともに、パンフレットやポスターを

配布し、障害者虐待防止法の周知と正しい理解の普及を図った。

事業所調査数 １４

（３）障がい者虐待防止センター事業

障害者虐待防止法の規定に基づき、市及びあきる野市障害者虐待防止センターにおいて、障が

い者虐待の防止及び養護者に対する支援を実施した。

ア 虐待通報件数 ７件

イ 虐待の種類別件数

ウ 虐待の内容別件数（重複有）

※ イの虐待の種類別件数に対する虐待の内容（重複有）

エ 虐待通報への対応状況

20 障がい者福祉計画推進委員会

「あきる野市障がい者福祉計画」の推進に関する必要な事項について検討を行った。

（１）委員数 １１人

（２）開催状況

虐待の種類（通報内容による） 件 数

養 護 者 か ら の 虐 待 ５

福 祉 従 事 者 等 か ら の 虐 待 ２

使 用 者 か ら の 虐 待 ０

そ の 他 ０

合 計 ７

虐待の内容（通報内容による） 件 数

身 体 的 虐 待 ３

性 的 虐 待 １

心 理 的 虐 待 ３

放 棄 ・ 放 置 ０

経 済 的 虐 待 １

合 計 ８

対 応 内 容 件 数

コ ア 会 議 の 開 催 ６

訪 問 ３

来 所 相 談 ２

他 機 関 通 報 １

関 係 機 関 連 絡 ４

合 計 １６

開催日 主な内容

第１回 令和４年７月２５日
・あきる野市障がい者福祉計画推進委員会及びあきる野
市障がい者福祉に係るアンケート調査の実施について

第２回 令和５年１月１８日
・現在の計画の進行管理及びあきる野市障がい者福祉に
係るアンケート調査の結果について



１　在宅サービスセンターの指定管理者による管理

２　高齢者福祉電話事業

（１）貸与件数

（２）定額料金等の維持費助成件数

３　敬老の日事業

（１）町内会・自治会敬老行事推進事業助成

（２）１００歳到達者に祝辞と記念品贈呈

（３）最高齢者に祝辞と祝い金贈呈

４　高齢者クラブ活動助成事業

５　高齢者配食サービス事業

高齢者支援課　高齢者支援係

　　指定管理者　　医療法人財団暁

　　指定期間　　　平成３０年４月１日～令和５年３月３１日

延べ利用者数（人）

高齢者生きがい
活動支援通所事業

げんき応援事業

萩野センター 14,055,000 2,963 3,319 

開戸センター 13,567,000 3,439 3,964 

五日市センター 13,882,000 2,096 5,193 

合計 41,504,000 8,498 12,476 

　　高齢者の日常生活上の不安感、孤独感の解消や安否確認のために、電話の貸与及び維持費(基本料金等)を助

　成した。

月 貸与(世帯) 保管(台) 月 貸与(世帯) 保管(台) 月 貸与(世帯) 保管(台)

4 15 1 8 16 0 12 15 1 

5 14 2 9 15 1 1 15 1 

6 15 1 10 15 1 2 14 2 

7 16 0 11 15 1 3 14 2 

月 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 合計

件数 95 94 95 91 92 90 90 90 88 85 85 85 1,080 

      町内会等が主催した敬老行事に要する経費の一部を補助した。

     ア　交付町内会等　７９団体                   イ　補助額　９，２１９，５６１円

　　　１００歳に到達した方に敬意と感謝の意を表し、祝辞と１万円相当の記念品を贈呈した。

　　　対象者数　　２４人

　　　市内に居住する最高齢者（女性）、在宅最高齢の男性及び在宅最高齢の女性に祝辞と祝い金（各１万円）

　　を贈呈した。

　　老後の生活を健全で豊かなものにし、高齢者の福祉の増進に資することを目的として活動している高齢者ク

　ラブに運営費を助成した。

クラブ数
会員数

（うち補助対象人数）
補助額（円）

2,652 
（2,652 ）

高齢者クラブ連合会 2,223,000 

合計 13,555,156 

　　居宅において調理が困難な高齢者に対し、定期的に訪問して栄養のバランスのとれた昼食を提供するととも

　に、安否の確認を行った。

延べ利用者数（人） 延べ配食数

1,579 22,726 

施設名称 指定管理委託料（円）

高齢者クラブ
（令和４年４月１日現在）

41 11,332,156 
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６　高齢者緊急通報システム事業

７　高齢者おむつ等給付事業

８　高齢者自立支援住宅改修給付事業

９　高齢者自立支援日常生活用具給付事業

10　水道料助成事業

11　高齢者見守り事業

（１）申請による見守り事業

（２）各事業者の業務の範囲内における緩やかな見守り事業（令和５年３月３１日現在）

　　６５歳以上のひとり暮らし等の高齢者で、慢性疾患等のため常時注意が必要な方に、緊急通報機器を貸与し、

　生活の安全の確保を図った。（令和５年３月３１日現在）

消防通報世帯数 消防通報の協力員（人） 民間通報世帯数

1 1 104 

　　６５歳以上で、おむつ等を使用している要介護２から要介護５までの方に、月額５，０００円の現金助成及

　び月額５，０００円を限度としておむつの現物を給付した。（ただし、介護保険法上の施設サービス利用者を

　者を除く。）

区分 延べ人数 助成額（円）

現金給付 3 60,000 

現物給付 4,887 20,740,670 

合計 4,890 20,800,670 

　　高齢者の居住する住宅の改修を給付することにより、在宅生活における日常動作の容易性、行動範囲の拡大

　の確保等を図った。

内容 件数 給付額（円）

浴槽の取替え及び給湯設備の改修等 8 2,376,416 

流し及び洗面台の取替え等 0 0 

便器の洋式化等 0 0 

手すりの取り付け等 2 340,000 

合計 10 2,716,416 

　　高齢者に対し、自立した生活の確保や日常生活の便宜を図り、安心して在宅生活を送ることができるよう日

　常生活用具の給付を行った。

内容 件数 給付額（円）

自動消火装置 0 0 

電磁調理器 2 27,440 

合計 2 27,440 

　　高齢者世帯に対し、水道料の基本料金を助成することにより、経済的負担の軽減と生活の安定を図った。

助成延べ世帯数 助成額（円）

2,520 2,797,553 

　　高齢者の方がいつまでも住み慣れた地域で安心して生活できるよう、地域の方や配達業者等による見守りを

　実施した。

　　　地域別利用世帯数（令和５年３月３１日現在）

事業名 東秋留 多西 西秋留 増戸 五日市 戸倉 小宮 合計

地域見守り 10 5 4 3 3 0 0 25 

乳酸菌飲料配達見守り 12 8 16 9 6 0 0 51 

新聞配達見守り 12 8 19 6 6 0 1 52 

郵便配達見守り 15 14 16 9 8 1 1 64 

一般廃棄物収集見守り 7 10 10 6 7 1 0 41 

合計 56 45 65 33 30 2 2 233 

　　　協力事業者数　　　３３事業者
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（３）ＩＣＴを活用した見守り事業

12　小宮ふれあい交流事業

13　老人保護措置事業

（１）老人福祉法第１０条に基づく措置状況及び措置費支払状況（令和５年３月３１日現在）

（２）老人福祉法第１１条に基づく措置状況（令和５年３月３１日現在）

（３）老人福祉法第１１条に基づく老人ホーム入所者の措置費支払状況

（４）老人福祉法第１１条第２項に基づく老人ホーム入所者の葬祭費支払状況

（５）老人福祉法第２８条及びあきる野市老人福祉法施行細則第７条に基づく費用徴収額の状況

（６）入所判定委員会の開催

14　地域包括支援センター事業

（１）施設名及び担当地域等

　　　６５歳以上のひとり暮らし等の高齢者にＳＩＭ内蔵型電球を貸与することによる見守りを実施した。

　　　（令和５年３月３１日現在）

利用者数

41 

　　小宮地区在住の高齢者が小宮ふるさと自然体験学校（旧小宮小学校）を利用し、交流事業を通じて、いつま

　でも地域で元気に生活し続けられることを目的に事業を実施した。

実施回数 延べ参加者数（人）
医師による

健康相談（回）
歯科医師による

歯科口腔相談（回）

48 497 0 0 

措置の種類 措置人数 支払額（円）

訪問介護 1 159,032

　　　養護老人ホーム等

施設名 措置人数 施設名 措置人数

松楓園 3 竹の里 2 

万世敬老園 1 やむを得ない措置 0 

聖明園曙荘 2 合計 8 

区分 施設数 延べ人数 支払額（円）

養護老人ホーム 4 112 20,587,730 

特別養護老人ホーム 0 0 0 

合計 4 112 20,587,730 

件数 葬祭費（円）

0 0 

　　　養護老人ホーム等（現年度分）

区分 延べ人数 調定額（円）
過年度収入未済分

調定額（円）
収入額（円）

被措置者 93 7,498,905 0 7,498,905 

　　　開催回数　　１回

　　地域住民の心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な援助を行うことにより地域住民の保健医療の向

　上及び福祉の増進を包括的に支援することを目的に、市内３か所に設置し、介護予防の拠点として、高齢者本

　人や家族からの相談に対応し、介護、福祉、医療、虐待防止などの必要な支援を継続的に行った。

施設名 担当地域 運営事業者

東部高齢者はつらつセンター
雨間、野辺、小川、小川東、二宮、二宮
東、平沢、平沢東、平沢西、切欠、秋留

医療法人財団暁

中部高齢者はつらつセンター
草花、菅生、瀬戸岡、原小宮、引田、渕
上、上代継、下代継、牛沼、油平、秋川

医療法人財団暁

五日市はつらつセンター

山田、上ノ台、網代、伊奈、横沢、三内、
五日市、小中野、小和田、留原、高尾、舘
谷、入野、深沢、戸倉、乙津、養沢、小峰
台、舘谷台

社会福祉法人あきる野市
社会福祉協議会
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（２）総合相談事業

（単位：件）

（３）権利擁護事業

（４）包括的・継続的ケアマネジメント事業

（５）介護予防支援

　　　主に、介護保険、福祉サービス、虐待、権利擁護、医療、生活、年金、病状、家族、近隣に関することな

　　どの相談に応じた。

施設名 来所 電話 訪問 合計

東部高齢者はつらつセンター 220 1,970 412 2,602 

中部高齢者はつらつセンター 279 4,486 719 5,484 

五日市はつらつセンター 431 2,008 276 2,715 

合計 930 8,464 1,407 10,801 

項目
東部高齢者

はつらつセンター
中部高齢者

はつらつセンター
五日市

はつらつセンター
合計

高齢者虐待と捉えた人数 0 2 7 9 

成年後見に関する相談件数 21 7 9 37 

消費者被害防止に関する相談件数 0 3 2 5 

高齢者専門法律相談会の実施 年 5 回 13人

権利擁護に関する研修会等の実施 年 2 回 42人

　　ア　包括的・継続的なケア体制の構築

　　　　高齢者クラブ理事会・民生委員協議会・ふれあい福祉委員研修会等への出席

　　イ　日常的個人指導・相談

　　（ア）介護支援専門員からの相談

施設
東部高齢者

はつらつセンター
中部高齢者

はつらつセンター
五日市

はつらつセンター
合計

対応件数 42 46 40 128 

　　（イ）各種研修の開催

内容 回数 参加者数（人）

介護支援専門員研修会等 1 27 

　　ウ　地域ケア会議

　　　　個別課題の解決、ケアマネジメントの向上を図り、地域の課題についてネットワークの構築、地域づく

　　　り・資源開発及び政策の形成につなげることを目的に事業を実施した。

　　（ア）地域ケア会議の開催

会議名 回数 件数 内容

地域ケア個別会議 5 7 家族支援、介入拒否など

自立支援型地域ケア個別会議 6 12 

圏域別地域ケア会議 3 9 

　　（イ）支援困難事例への指導・助言

施設
東部高齢者

はつらつセンター
中部高齢者

はつらつセンター
五日市

はつらつセンター
合計

対応件数 20 14 3 37 

施設名 区分 認定区分 担当数 委託事業所数

要支援１ 4 

要支援２ 10 

要支援１ 36 

要支援２ 41 

小計 91 

要支援１ 9 

要支援２ 8 

要支援１ 36 

要支援２ 46 

小計 99 

東部高齢者はつらつセンター

委託 11 

包括

中部高齢者はつらつセンター

委託 13 

包括
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（６）介護予防ケアマネジメント

15　認知症初期集中支援チーム運営事業

16　介護予防事業対象者施策

（１）介護予防把握事業

（２）通所介護予防事業

要支援１ 9 

要支援２ 12 

要支援１ 41 

要支援２ 49 

小計 111 

合計 301 

施設名 区分 認定区分 担当数

事業対象者 0 

要支援１ 3 

要支援２ 2 

事業対象者 0 

要支援１ 29 

要支援２ 35 

小計 69 

事業対象者 0 

要支援１ 6 

要支援２ 2 

事業対象者 2 

要支援１ 35 

要支援２ 47 

小計 92 

事業対象者 2 

要支援１ 1 

要支援２ 4 

事業対象者 18 

要支援１ 18 

要支援２ 17 

小計 60 

合計 221 

施設
東部高齢者

はつらつセンター
中部高齢者

はつらつセンター
五日市

はつらつセンター
合計

対象者数（実人数） 4 8 6 18 

内容 対象者数（人）

介護予防事業リーフレット発送 12,226 

　　ア　整骨院による運動機能向上トレーニング

内容 利用者数（人）

３か月１クール 59 

　　イ　保健師による訪問

　　　　利用者数　　０人

　　ウ　通所型サービスＣ

内容 利用者数（人）

２クール（１クール１２回） 10 

五日市はつらつセンター

委託 14 

包括

委託

包括

委託

包括

委託

包括

東部高齢者はつらつセンター

中部高齢者はつらつセンター

五日市はつらつセンター
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17　一般介護予防事業施策

　　ア　高齢者クラブ、町内会・自治会等からの依頼による各種講座の実施

　　イ　頭シャキッと教室

　　ウ　サロン型介護予防事業

　　エ　はつらつ元気アップ教室

（２）音楽療法介護予防教室

18　地域介護予防活動支援事業

（１）介護予防リーダー育成事業

（２）地域介護予防活動支援事業補助

19　介護支援ポイント事業

20　地域包括支援センター運営協議会の開催状況

（１）目的

（２）委員

（３）開催状況

21　高齢者虐待防止ネットワーク会議の開催状況

（１）目的

（２）委員

（１）介護予防普及啓発事業

　　　テーマ：介護保険・介護予防等

地区 箇所数 参加者数（人）

秋川地区 1 70 

五日市地区 2 117 

合計 3 187 

内容 参加者数（人）

３コース（１コース全１２回） 43 

内容 実施回数 延べ参加者数（人）

介護老人福祉施設２か所 43 326 

内容 参加者数（人）

６コース（１コース全９回） 70 

内容 参加者数（人）

２コース（１コース全６回） 22 

内容 参加者数（人）

育成講座（全１２回） 5 

グループ数 補助額（円）

3 265,413 

　　高齢者がボランティア活動を通して地域に貢献することを奨励及び支援することで、健康の維持を促進する

　とともに、生き生きと元気に暮らすことができる地域社会をつくることを目的に実施した。

　　登録者数　　２２人

　　　地域包括支援センターの適切な運営並びに公正及び中立性を確保するため。

　　　９人（保健医療関係者２人、福祉関係者３人、学識経験者１人、介護保険被保険者２人、市職員１人）

　　ア　第１回　　令和４年　７月２９日開催　　　　イ　第２回　　令和４年１２月２２日開催

　　ウ　第３回　　令和５年　３月２３日開催

　　　高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援を適切に実施するため、市内の関係機関、民間団体等と

　　の連携協力体制を整備する。

　　　１５人（福祉関係者３人、保健医療関係者２人、法律関係者１人、地域コミュニティ関係者１人、人権擁

　　護関係者１人、関係機関の職員６人、市職員１人）
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（３）開催状況

22　地域ぐるみの支え合い推進協議体の開催状況

（１）目的

（２）委員

（３）開催状況

23　地域ぐるみの支え合い活動支援事業補助

24　在宅医療・介護連携推進事業

（１）在宅医療・介護連携の課題の抽出等と対応策を検討する会議の開催

（２）在宅医療・介護連携に関する相談支援

（３）医療・介護関係者研修会への派遣

25　任意事業

（１）介護教室

（２）認知症高齢者見守り事業

　　ア　第１回　　令和４年１１月２２日開催　　　　イ　第２回　　令和５年　２月２０日開催

　　　高齢者が住み慣れた地域で自立した日常生活を継続できることを目的に、地域における高齢者の生活支援

　　及び介護予防の担い手と連携した多様な支援体制を整備する。

　　　２０人（保健福祉関係者３人、高齢者生活支援等事業者５人、地域コミュニティ関係者４人、生涯学習団

　　体関係者４人、関係機関の職員３人、市職員１人）

　　　第１回　　令和５年　３月２７日開催

団体数 補助額（円）

2 282,156 

　　高齢者が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを継続できるよう、在宅における医療を提供する医療機関、介

　護サービス事業者その他の関係者の連携を推進する拠点（あきる野市医療・介護地域連携支援センター）を医

　師会への委託により設置し、在宅医療・介護連携推進事業を実施した。

　　　あきる野市医療介護地域連携検討委員会

　　ア　第１回　　令和４年１１月　２日開催　　　　イ　第２回　　令和５年　２月１５日開催

　　ウ　第３回　　令和５年　３月１４日開催（書面開催）

相談者 件数

地域住民 4 

地域包括支援センター 0 

医療関係者 0 

介護関係者 1 

行政 1 

その他 0 

合計 6 

内容 回数 参加者数（人）

医療介護地域連携研修（地域支援人材育成） 1 18 

※研修会当日の内容について2/8～2/28まで動画配信を行った。

　　　高齢者を介護する家族等を対象に、適切な介護知識・技術を習得してもらうことを目的に実施した。

回数 参加者数（人）

9 107 

　　ア　認知症サポーター養成講座

回数 参加者数（人）

18 1,125 

　　イ　認知症サポーターステップアップ講座

回数 参加者数（人）

2 16 
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（３）家族介護慰労金支給事業

（４）福祉用具・住宅改修支援事業

（５）市長による成年後見審判申立て

26　高齢者特殊眼鏡・コンタクトレンズ助成事業

27　ふるさと農援隊事業

28　高齢者生活支援デジタル商品券配布事業

　　ウ　認知症高齢者等位置情報探索サービス事業（令和５年３月３１日現在）

　　　　登録者数　　１８人

　　エ　高齢者等見守りキーホルダー登録事業（令和５年３月３１日現在）

　　　　登録者数　　１２２人

　　オ　お守りアイロンシール登録事業（令和５年３月３１日現在）

　　　　登録者数　　６４人

　　カ　認知症カフェ運営事業補助

カフェ数 補助額（円）

1 90,626 

　　　重度要介護高齢者を介護する同居の家族に対して慰労金を支給することにより、身体的、精神的及び経済

　　的な負担の軽減並びに重度要介護高齢者の在宅生活の継続と向上を図ることを目的に実施したが、利用者は

　　なかった。

　　　相談、情報提供などを行うとともに、住宅改修費の支給の申請に係る理由書を作成した場合の経費を助成

　　する。

助成件数 助成額（円）

1 2,200 

　　ア　本人の判断能力が不十分であり、成年後見制度の利用が必要だが、申立人となる親族がいない場合等、

　　　市長による申立てを行う。

　　　　申立件数　　１件

　　イ　市長による申立てを行った場合に、成年後見人等に対する報酬の支払が困難である者に対し、報酬の支

　　　払に係る費用の全部又は一部を助成する。

助成件数 助成額（円）

1 216,000 

　　老人性白内障のため水晶体の摘出手術を行ったが、眼内レンズ挿入術を受けられない高齢者に対し、特殊眼

　鏡、コンタクトレンズを購入する費用の一部を助成する事業を実施したが、利用者はなかった。

　　農業を通じて、身体を動かしたり、他の農援隊会員との交流を通じて、生きがいを感じることで高齢者の健

　康増進を図ることを目的に事業を実施した。渕上地区、引田地区及び五日市下田地区の農地７１区画を貸し出

　している。（令和５年３月３１日現在）

　　会員数　　６４人

　　新型コロナウイルス感染症の長期化や物価高騰等の影響を受けた高齢者への生活支援及び地域経済の活性化

　を図るため、６５歳以上を対象に、プレミアム付デジタル商品券事業で使用できる５，０００円分のプリペイ

　ドカード型デジタル商品券を配布した。

事業費（円） 配布数（人） 換金原資（円） 換金額（円） 換金率（％）

144,450,518 24,414 122,070,000 113,517,296 93.0 
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高齢者支援課 介護保険係

１ 第１号被保険者の状況

（１）第１号被保険者数（令和５年３月３１日現在） （単位：人）

（２）第１号被保険者増減内訳 （単位：人）

２ 介護保険料の状況

（１）介護保険料（現年度分） （単位：円、人）

※ 人数は令和５年３月３１日現在

（２）普通徴収収納状況 （単位：円）

区分 ６５歳以上７５歳未満 ７５歳以上 合 計

前年度末 １０，８５７ １２，６８４ ２３，５４１

今年度末 １０，２７４ １３，３７２ ２３，６４６

増 減 △５８３ ６８８ １０５

増
転 入 ６５歳年齢到達 その他 合 計

１８９ ９０９ １５ １，１１３

減
転 出 死 亡 その他 合 計

１３３ ８７２ ３ １，００８

区分 第１期 第２期 第３期 第４期 第５期

調 定 額 15,011,300 15,541,400 16,395,800 14,259,600 15,441,300

純 収 入 額 13,747,600 14,331,900 15,056,100 13,026,800 14,135,300

未 納 額 1,266,500 1,211,600 1,341,800 1,235,700 1,313,100

還付未済額 2,800 2,100 2,100 2,900 7,100

収納率(％) 91.58 92.22 91.83 91.35 91.54

区分 第６期 第７期 第８期 随時期 合 計

調 定 額 16,344,600 17,488,500 19,487,400 1,300,900 131,270,800

純 収 入 額 14,976,400 16,097,100 18,125,900 1,249,700 120,746,800

未 納 額 1,370,700 1,404,500 1,418,700 51,200 10,613,800

還付未済額 2,500 13,100 57,200 0 89,800

収納率(％) 91.63 92.04 93.01 96.06 91.98

区分 過年度 滞納繰越分

調 定 額 1,864,440 23,510,020

純 収 入 額 1,726,540 2,994,280

未 納 額 137,900 20,515,740

還付未済額 0 0

収納率(％) 92.60 12.74

区分 第１段階 第２段階 第３段階 第４段階 第５段階 第６段階

調定額 54,989,400 36,892,760 64,250,700 152,601,860 244,653,200 253,316,460

人数 3,049 1,708 1,461 2,803 3,522 3,259

区分 第７段階 第８段階 第９段階 第１０段階 第１１段階 第１２段階

調定額 22,574,900 324,905,000 65,866,400 165,318,900 44,490,300 72,943,800

人数 269 3,368 651 1,473 372 594

区分 第１３段階 第１４段階 第１５段階 合 計

調定額 83,059,600 27,049,100 41,920,860 1,654,833,240

人数 638 192 287 23,646
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３ 督促状発付状況 （単位：件）

４ 催告書等発付状況

催告書 ４９９件

５ 訪問徴収状況

新型コロナ対策のため、訪問予定であった１０５人に対し、支払状況を連絡するように促す通知

を送付した。

６ サービス受給者の状況

（１）居宅介護（介護予防）サービス利用者数

（国保連合会現物給付令和５年３月審査分及び償還払３月支給決定分） （単位：人）

（２）地域密着型（介護予防）サービス利用者数

（国保連合会現物給付令和５年３月審査分及び償還払３月支給決定分） （単位：人）

（３）施設介護サービス利用者数

（国保連合会現物給付令和５年３月審査分及び償還払３月支給決定分）（単位：人）

区分 第１期 第２期 第３期 第４期 第５期

件 数 ３５４ ２９３ ２９６ ２７０ ２８２

区分 第６期 第７期 第８期 随時期 合 計

件 数 ２８６ ２９２ ２５９ ９ ２，３４１

区分
要支援
１

要支援
２

要介護
１

要介護
２

要介護
３

要介護
４

要介護
５

合 計

第１号被保険者 １３６ １７２ ６４１ ５１０ ２９７ ２１６ ８５ ２，０５７

第２号被保険者 ３ ２ ８ １５ １１ ８ ６ ５３

合 計 １３９ １７４ ６４９ ５２５ ３０８ ２２４ ９１ ２，１１０

区分
要支援
１

要支援
２

要介護
１

要介護
２

要介護
３

要介護
４

要介護
５

合 計

第１号被保険者 ３ ２ １５２ １０４ ７９ ３３ ２３ ３９６

第２号被保険者 ０ ０ １ ２ １ ０ ０ ４

合 計 ３ ２ １５３ １０６ ８０ ３３ ２３ ４００

区分 介護老人福祉施設 介護老人保健施設 介護療養型医療施設

第１号被保険者 ５１８ ３１３ ３

第２号被保険者 ６ ５ ０

合 計 ５２４ ３１８ ３

区分 介護医療院 合 計

第１号被保険者 ４１ ８７５

第２号被保険者 ２ １３

合 計 ４３ ８８８



７　保険給付の状況

（１）年間給付件数 （単位：件）

要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5 合　計
431 623 5,014 4,694 3,660 3,774 2,280 20,476
384 551 4,095 3,765 2,243 1,258 482 12,778
6 16 169 435 622 474 184 1,906

2,467 3,626 10,529 10,598 6,060 4,702 1,930 39,912
22 30 66 56 38 51 12 275
26 44 69 53 21 22 4 239
32 29 1,921 1,272 884 506 293 4,937
0 0 529 829 3,006 3,757 2,617 10,738

老人福祉施設 0 0 24 74 1,994 2,469 1,823 6,384
老人保健施設 0 0 505 755 972 1,011 559 3,802
療養型医療施設 0 0 0 0 5 16 19 40
介護医療院 0 0 0 0 35 261 216 512

3,368 4,919 22,392 21,702 16,534 14,544 7,802 91,261

（２）年間費用額 （単位：円）

要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5 合　計
8,341,371 18,725,565 141,776,249 162,929,873 139,228,442 166,133,590 94,453,509 731,588,599
10,055,057 26,538,598 251,619,121 290,146,351 211,824,383 127,086,754 57,810,832 975,081,096
252,206 823,869 7,795,428 28,579,339 67,565,103 49,075,354 22,962,415 177,053,714

17,264,863 27,638,691 188,497,194 188,495,132 143,670,969 157,370,266 65,734,358 788,671,473
698,450 874,995 2,153,534 1,609,144 1,787,214 1,923,413 518,519 9,565,269

2,703,015 5,713,364 7,041,962 5,676,942 2,472,181 2,237,730 527,078 26,372,272
1,983,439 2,914,172 131,970,491 138,972,176 151,173,015 98,963,298 75,531,763 601,508,354

0 0 149,035,140 241,727,913 888,154,509 1,204,004,783 898,365,242 3,381,287,587
老人福祉施設 0 0 5,998,832 18,376,716 564,374,612 748,420,883 594,873,956 1,932,044,999
老人保健施設 0 0 143,036,308 223,351,197 308,397,645 341,683,732 199,365,502 1,215,834,384
療養型医療施設 0 0 0 0 1,353,000 5,782,442 7,127,483 14,262,925
介護医療院 0 0 0 0 14,029,252 108,117,726 96,998,301 219,145,279

41,298,401 83,229,254 879,889,119 1,058,136,870 1,605,875,816 1,806,795,188 1,215,903,716 6,691,128,364

（３）年間給付額 （単位：円）

要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5 合　計
7,294,356 16,475,829 123,929,132 145,100,486 122,875,686 145,942,694 84,035,482 645,653,665
8,694,437 23,769,603 222,228,347 258,580,396 188,100,048 111,540,605 51,249,975 864,163,411
219,212 735,790 6,849,008 25,444,465 59,684,875 42,654,179 20,343,110 155,930,639

16,136,548 25,316,140 176,156,182 176,025,323 132,971,388 143,928,039 59,747,275 730,280,895
626,377 777,341 1,908,428 1,428,604 1,557,286 1,707,999 450,272 8,456,307

2,390,330 5,093,204 6,141,293 5,074,572 2,152,136 1,931,971 474,370 23,257,876
1,592,708 2,622,750 115,967,048 123,660,884 132,682,063 88,277,107 67,641,785 532,444,345

0 0 131,694,961 215,113,244 787,167,497 1,070,217,354 799,219,114 3,003,412,170
老人福祉施設 0 0 5,398,935 16,239,372 502,254,711 665,347,470 529,339,995 1,718,580,483
老人保健施設 0 0 126,296,026 198,873,872 271,365,563 303,064,750 176,823,359 1,076,423,570
療養型医療施設 0 0 0 0 1,217,697 5,204,191 6,414,727 12,836,615
介護医療院 0 0 0 0 12,329,526 96,600,943 86,641,033 195,571,502

36,953,968 74,790,657 784,874,399 950,427,974 1,427,190,979 1,606,199,948 1,083,161,383 5,963,599,308
※　単品サービス（福祉用具貸与、特定施設入居者生活介護、介護予防支援・居宅介護支援）

種類
訪問サービス
通所サービス
短期入所サービス
単品サービス
福祉用具購入
住宅改修
地域密着型サービス
施設サービス

合　計

種類
訪問サービス
通所サービス
短期入所サービス
単品サービス
福祉用具購入
住宅改修
地域密着型サービス
施設サービス

合　計

種類
訪問サービス
通所サービス
短期入所サービス
単品サービス
福祉用具購入
住宅改修
地域密着型サービス
施設サービス

合　計

-
 
2
0
7
 
-
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８ 高額介護（介護予防）サービス費の状況（令和４年度年間計）

９ 高額医療合算介護（介護予防）サービス費の状況（令和４年度年間計）

10 介護予防・生活支援サービス事業費の状況（令和４年度年間計）

（１）訪問通所等事業費及び介護予防ケアマネジメント事業費の状況

（２）高額介護予防サービス費相当の状況

（３）高額医療合算介護予防サービス費相当の状況

限度額
区分

世 帯 合 算 その他 合 計

15,000 円 0 件 0 円 6,926 件 99,522,801 円 6,926 件 99,522,801 円

24,600 円 572 件 5,324,472 円 3,199 件 25,254,411 円 3,771 件 30,578,883 円

44,400 円 594 件 7,541,343 円 1,285 件 31,684,051 円 1,879 件 39,225,394 円

93,000 円 28 件 271,027 円 36 件 366,108 円 64 件 637,135 円

140,100 円 0 件 0 円 2 件 49,067 円 2 件 49,067 円

合 計 1,194 件 13,136,842 円 11,448 件 156,876,438 円 12,642 件 170,013,280 円

限度額区分 件数 給付額

低所得者Ⅰ 379 件 9,810,741 円

低所得者Ⅱ 207 件 6,428,729 円

一般 114 件 4,343,666 円

現役並み所得者① 20 件 941,511 円

現役並み所得者② 0 件 0 円

現役並み所得者③ 1 件 11,641 円

合 計 721 件 21,536,288 円

種類 件数 費用額 給付額

訪問型サービス
（訪問型サービスＡを含む。）

1,493 件 20,978,342 円 18,430,290 円

通所型サービス 2,954 件 87,050,711 円 76,498,398 円

介護予防ケアマネジメント事業費 2,488 件 11,961,024 円 11,961,024 円

限度額
区分

世 帯 合 算 その他 合 計

15,000 円 0 件 0 円 0 件 0 円 0 件 0 円

24,600 円 46 件 43,657 円 0 件 0 円 46 件 43,657 円

44,400 円 47 件 149,065 円 0 件 0 円 47 件 149,065 円

93,000 円 1 件 838 円 0 件 0 円 1 件 838 円

合 計 94 件 193,560 円 0 件 0 円 94 件 193,560 円

限度額区分 件数 給付額

低所得者Ⅰ 3 件 13,359 円

低所得者Ⅱ 2 件 11,224 円

一般 1 件 6,956 円

現役並み所得者① 0 件 0 円

現役並み所得者② 0 件 0 円

現役並み所得者③ 0 件 0 円

合 計 6 件 31,539 円
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11 利用者負担額等減額認定関係

（１）食費・居住費に係る負担限度額認定状況（令和５年３月３１日現在） （単位：人）

（２）介護老人福祉施設旧措置入所者に係る減額・免除の状況（令和５年３月３１日現在）

（３）生計困難者等に対する利用者負担額減額の状況（令和５年３月３１日現在）

社会福祉法人等による生計困難者等に対する介護保険サービスに係る利用者負担額軽減措置事

業 ４人

12 第８期介護保険推進委員会

あきる野市介護保険推進委員会設置要綱に基づき、介護サービス基盤の整備や地域ケア体制の確

立等の方策について進行管理及び課題を検討し、その成果を本市の介護保険事業の円滑な推進に役

立てることを目的とする。

（１）委員数 １０人

（２）開催状況

13 第９期介護保険事業計画策定委員会

介護保険法第１１７条第１項の規定に基づき、令和６年度から令和８年度までの第９期介護保険

事業計画を策定することを目的とする。

（１）委員数 １６人

（２）開催状況

利用者負担
段階

介護老人
福祉施設

介護老人
保健施設

介護療養
型医療施
設

介護医療
院

地域密着型
介護老人
福祉施設
入所者生活介

護

その他 合 計

食費
居住
費

食費
居住
費

食費
居住
費

食費
居住
費

食費
居住
費

食費
居住
費

食費
居住
費

利用者負担
第一段階

30 33 3 3 0 0 1 1 0 0 14 14 48 51

利用者負担
第二段階

58 56 19 19 0 0 1 1 4 4 47 47 129 127

利用者負担
第三段階①

45 44 16 16 0 0 2 2 4 4 25 25 92 91

利用者負担
第三段階②

106 106 53 53 1 1 6 6 7 7 74 74 247 247

合 計 239 239 91 91 1 1 10 10 15 15 160 160 516 516

食費特定標準負担額の減額
（通常 1,380 円）

利用者負担額の減額・減免
（通常１割）

減額後の負担額 認定者数 利用者負担率 認定者数

０～３００円 ０人 ０～３％ ０人

３９０円 １人 ５％ ０人

６５０円 ０人 合 計 ０人

合 計 １人

回 開催日 会場 主な内容

１ 令和４年１２月２１日
市役所

本庁舎

・介護基盤の整備について

・介護予防・日常生活支援総合事業について

・介護人材について

・地域包括支援センターの充実（方向性）について

・高齢者おむつ等給付事業の今後の方向性について
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14 介護に関する入門的研修

介護に関する基本的な知識を身につけるとともに、介護の業務に携わる上で知っておくべき基本

的な技術を学ぶ研修を実施することにより、介護分野への介護未経験者の参入のきっかけを作り、

多様な人材の確保を促進し、もって高齢者福祉の増進に資することを目的として、介護に関する入

門的研修を実施した。

（１）期 日 令和５年１月１４日、２１日、２８日の３日間

（２）参加者 １２人

15 「介護の日」のイベント

介護についての理解と認識を深め、介護に関わる方の支援と、地域での支え合いや交流を促進す

るため、国が「介護の日」と定めた１１月１１日の２日後の１１月１２日及び１３日に行われた産

業祭に出展を行い、ＰＲ活動をした。

（１）場 所 秋留台公園

（２）人 数

ア チラシ配布数 １５３人

イ ブース来場者数 ９３人

ウ 相談者数 ４人

16 介護支援専門員向け研修

（１）ラインケア・ストレスマネジメント研修

ア 日 時 令和５年３月１６日 午後１時から午後４時まで

イ 参加者 １７人

（２）カスタマーハラスメント研修

ア 日 時 令和５年３月２７日 午後１時から午後４時まで

イ 参加者 ２３人

17 適切なケアマネジメント検討会（ケアプラン点検）

市内事業所の介護支援専門員の作成した居宅サービス計画が、ケアマネジメントのプロセスを踏

まえ「自立支援」に資する適切なものとなっているかについて、保険者（市）が介護支援専門員と

ともに検証及び確認をすることで「気づき」を促し、給付の適正化を図ることを目的とする。

（１）実施事業所数 ４事業所

（２）検討プラン数 ４プラン

18 介護人材に関する補助金

（１）介護人材資格取得支援事業補助金

市内の介護人材の確保を図るため、介護職員に対し、介護に係る資格取得に要する経費の一部を

回 開催日 会場 主な内容

１ 令和５年３月３日
市役所

本庁舎

・あきる野市介護保険事業計画策定委員会について

・第９期あきる野市高齢者保健福祉計画・介護保険

事業計画の策定について

・その他
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補助するため、介護人材資格取得支援事業補助金を交付した。

（２）新規学卒者等介護従事者定着事業補助金

市内の介護人材の確保を図るため、介護保険サービス事業所等を運営する法人等に対し、介護に

係る人材確保に要する経費の一部を補助するため、新規学卒者等介護従事者定着事業補助金を交付

した。

（３）外国人介護人材受入支援事業補助金

市内の介護人材の確保を図るため、技能実習生の受入事業所等を運営する法人等に対し、技能実

習生の受入れに要する経費の一部を補助するため、外国人介護人材受入支援事業補助金を交付した。

19 地域密着型サービス事業者の公募

第８期あきる野市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画に基づき、小規模多機能型居宅介護事

業所（介護予防小規模多機能型居宅介護事業所を含む。）の運営を希望する法人の公募を行ったが、

応募する法人はなかった。

このことから、市場性の把握や公募要件等の整理・再検討を行うことを目的に、サウンディング

型市場調査を実施した。

サウンディング（対話）を実施した法人：２法人

20 認知症高齢者グループホーム等第三者評価受審支援事業

認知症高齢者グループホーム等を運営する事業者が東京都における福祉サービス第三者評価を受

審するための経費について、その一部を補助した。

21 介護事業所等燃料等価格高騰対策事業

原油価格や電気・ガス料金等の高騰を受けている介護サービス事業所等を支援するため、介護サ

ービス事業所等燃料等価格高騰対策事業補助金を交付した。

資格区分 件数 補助金額

初任者研修 3 件 137,950 円

実務者研修 13 件 963,500 円

介護福祉士 2 件 43,400 円

種別 件数 補助金額

新規学卒者 0 件 0 円

外国人介護人材 4 件 377,000 円

ＵＩターン者 0 件 0 円

種別 件数 補助金額

外国人介護人材 2 件 200,000 円

サービス種別 件数 補助金額

認知症高齢者グループホーム 3 件 1,263,000 円

対象事業所数 補助金額

８８事業所（４２法人） ２９，３４６，０００円



１　要介護・要支援認定者の状況（令和５年３月３１日現在）

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 合計

400 442 888 665 590 584 353 3,922

38 39 99 71 68 63 41 419

362 403 789 594 522 521 312 3,503

4 3 16 16 19 15 11 84

404 445 904 681 609 599 364 4,006

２　介護予防・日常生活支援総合事業対象者の状況（令和５年３月３１日現在） （単位：人）

３　要介護認定等の状況

（１）申請受付状況（令和４年度年間計）

（２）介護認定審査会開催の状況

　　ア　委員（４合議体）　　 ２０人

　　イ　年間開催回数　　　　 ８５回

　　ウ　審査件数　　　 ２，６３９件

高齢者支援課　介護認定係

（単位：人）

区分

第１号被保険者

６５～７５歳未満

７５歳以上

第２号被保険者

合計

区分 ６５～７５歳未満 ７５歳以上 合　計

人数 3 20 23

　　　　（単位：件）

種類 新規(再掲：転入) 更新（職権） 変更 新支 合　計

件数 1,157(61) 2,987（1,393） 313 175 4,632
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健康課 健康づくり係

１ 健康手帳の交付事業

特定健診・保健指導等の記録、その他健康の保持のために必要な事項を記載し、自らの健康管理

と適切な医療に役立ててもらうことを目的として４０歳以上の者に交付した。

２ 健康教育事業

生活習慣病の予防やその他健康に関する事項について、正しい知識の普及を図ることにより、

「自らの健康は自ら守る」という認識と自覚を高め、健康の保持増進に資することを目的として実

施した。新型コロナ対策のため、飲食を伴う実習等は見合わせた。

３ 健康相談事業

心身の健康に関する個別の相談に応じて指導及び助言を行い、家庭における健康管理を目的とし

て実施した。体組成や健診結果等を確認し、個人の健康状態に合わせた相談を行った。相談は、必

要に応じて継続し、相談者の生活及び食習慣の見直しを支援し、生活習慣病予防・改善を推進した。

交付対象者 交付数（冊）

健康教育、健康相談、地域イキイキ元気づくり事業等を受けた方 ５５

特定健康診査又は各種検診等を受けた方 ２，０６７

区

分
内 容

実施

回数

参加

人数

一
般

地域健康教育

健康づくり市民推進委員活動 ２ ４９

雨間ほっと茶話会（握力・足指力の測定、健康のワン

ポイント）
１ ２３

がんの健康教育（市内中学校からの依頼により実施） ４ ６９４

ホームページ

等による

健康教育

（情報提供）

栄養・食生活に関する情報（メール配信２件含む） ４ －

食中毒が発生しやすいシーズンです ２ －

熱中症にご注意ください １ －

市民課窓口番号案内システムへの行政情報掲載（健康

づくり、食の情報）
１２ －

病
態
別

健康づくり

教室

体重・体脂肪編 ３ ３９

脂質異常編 ２ ２９

骨の健康編 ２ ３２

高血圧・減塩編 １ １８

健診結果活用教室 ２ ２１

合 計 ３６ ９０５

区 分 内 容 実施回数 相談延べ人数

重点健康相談

骨粗しょう症検診後の相談 ２
保健 ６

栄養 ６

肥満（健康づくり教室体重・体脂肪編の参加者に

対して、教室以外の測定と相談を希望者に実施）
３ １５

総合健康相談

定期健康相談（庁舎会議室及び五日市ファインプ

ラザ）
１２

保健 ７４

栄養 ６８

予約による個別相談や来所、電話による随時相談 ４１８
保健 ３４１

栄養 ７７

健康のつどい １
保健 １２

栄養 ８

合 計 ４３６ ６０７
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４ 検診・健康診査事業

がん対策は、早期発見と早期治療が重要である。検診の受診者を増加させるため、受診環境の向

上策として、複数のがん検診を同日に受けるセット検診、家族や友人と受診を行うグループ検診、

検診中にお子さんをお預かりする一時保育サービスなどを実施した。また、要精検者には、精密検

査の受診を勧めた。新型コロナ対策のため、がん検診等は受診者数を制限して実施した。

（１）胃がん検診

ア 対象者 市内在住の４０歳以上の者 イ 受診者数 ３，８６４人（要精検者２６０人）

（２）肺がん検診

ア 対象者 市内在住の４０歳以上の者 イ 受診者数 ４，６５６人（要精検者 ６４人）

（３）大腸がん検診

ア 対象者 市内在住の４０歳以上の者 イ 受診者数 ９，９８２人（要精検者６２７人）

（４）乳がん検診

ア 対象者 市内在住の４０歳以上の女性 イ 受診者数 ２，２２０人（要精検者１４７人）

（５）子宮がん検診

ア 対象者 市内在住の２０歳以上の女性 イ 受診者数 ２，１９３人（要精検者２７人）

（６）前立腺がん検診

ア 対象者 市内在住の５０歳以上の男性 イ 受診者数 ４，３７６人（要精検者３６５人）

（７）がん検診における一時保育サービス

ア 対象者 がん検診受診者の満１歳から未就学までの幼児

イ 開催回数 ６回

ウ 会場 あきる野保健相談所及び秋川ふれあいセンター

エ 利用者数 ８組親子（子ども９人）

（８）ピロリ菌検査

ア 対象者 市内在住の２０歳、２５歳、３０歳、３５歳及び３９歳の者

実施場所 実施期間 実施回数

あきる野保健相談所外（検診車） ９月から２月まで ５２

公立阿伎留医療センター（施設） ９月から２月まで １１８

実施場所 実施期間 実施回数

あきる野保健相談所外（検診車） ９月から２月まで ５２

公立阿伎留医療センター（施設） ９月から２月まで １１８

実施場所 実施期間 実施回数

あきる野保健相談所外（検診車） ９月から２月まで ５２

公立阿伎留医療センター（施設） ９月から２月まで １１８

市内２２医療機関 ６月から１０月まで ―

実施場所 実施期間 実施回数

あきる野保健相談所外（検診車） ９月から２月まで ５２

公立阿伎留医療センター（施設） ９月から２月まで １１８

実施場所 実施期間 実施回数

あきる野保健相談所外（検診車） ９月から２月まで ５２

公立阿伎留医療センター（施設） ９月から２月まで ９５

市内１医療機関 ９月から２月まで ―

実施場所 実施期間 実施回数

あきる野保健相談所外（検診車） ９月から２月まで ５２

市内２２医療機関 ６月から１０月まで ―
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イ 受診者数 ７４４人（要精検者３７人）

ウ 実施方法 糞便中抗原測定法

エ 実施期間 令和４年１１月１日から令和５年２月２０日まで

（９）歯周病検診

ア 対象者 市内在住の４０歳、５０歳、６０歳及び７０歳の者

イ 受診者数 ４４１人（要精検者２３１人）

（10）口腔がん検診

ア 対象者 市内在住の６０歳以上の者 イ 受診者数 ２１７人（要精検者３人）

（11）骨粗しょう症検診

ア 対象者 市内在住の４０歳、４５歳、５０歳、５５歳、６０歳、６５歳、７０歳の女性

イ 受診者数 ２３９人（要精検者３８人）

（12）肝炎ウイルス検診

ア 対象者 ４０歳になる者及び４１歳以上になる者で過去に市が行った肝炎ウイルス検診を

受けたことがない者

イ 受診者数 ４０歳になる者 ８６人（要精検者 ０人）

４１歳以上になる者 ５１１人（要精検者 １人）

（13）結核検診

ア 対象者 市内在住の６５歳以上の者 イ 受診者数 ８，６６２人（要精検者 １８人）

（14）生活習慣病予防健康診査

ア 対象者 ３５歳から３９歳までの者 イ 受診者数 ４４人

（15）生活保護受給者健康診査

ア 対象者 市内在住の４０歳以上で健康保険に加入していない者 イ 受診者数 １５７人

（16）訪問健康診査

ア 対象者 ４０歳以上の在宅で寝たきり又は寝たきりに準ずる者 イ 受診者数 ０人

（17）特定健康診査等

ア 特定健康診査

（ア）対象者 ４０歳から７４歳までの国民健康保険加入者

実施場所 実施期間

市内２３歯科医院 令和４年１０月１日から１２月２４日まで

実施場所 実施期間

市内２４歯科医院 令和４年１０月１日から１２月２４日まで

実施場所 実施期間

あきる野保健相談所 令和４年７月３０日、３１日

実施場所 実施期間

市内２２医療機関 令和４年６月１日から１０月３１日まで

実施場所 実施期間

市内２１医療機関 令和４年６月１日から１０月３１日まで

実施場所 実施期間

市内２２医療機関 令和４年８月１日から１０月３１日まで

実施場所 実施期間

市内２２医療機関 令和４年８月１日から１０月３１日まで

実施場所 実施期間

市内５医療機関 令和４年６月１日から１０月３１日まで
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（イ）対象者数 １４，０９０人

（ウ）受診者数 ６，２４６人 （エ）受診率 ４４．３３％

イ 特定保健指導

（ア）対象者 特定健康診査受診者でメタボリックシンドローム判定の基準等により、特定保

健指導の対象となった者

（イ）対象者数 ６００人

（ウ）実施者数 ６７人 （エ）実施率 １１．１７％

（18）後期高齢者医療健康診査

ア 対象者 後期高齢者医療保険加入者 ウ 受診者数 ６，３１１人

イ 対象者数 １２，２２６人 エ 受診率 ５１．６２％

５ 健康づくり推進協議会

６ 健康づくり市民推進委員会

町内会・自治会から推薦され、市長から委嘱を受けた「健康づくり市民推進委員」が行政と市民

のパイプ役として、市と協働で健康づくりの推進を図った。（令和５年３月末現在１１８人）

（１）会議

（２）研修会

新型コロナ対策のため、夏まつりが中止となり、「流し踊り練習」は中止した。

（３）行事等への参加 新型コロナ対策のため行事等が中止となり、参加はなかった。

（４）地区・ブロック活動

市内を１２の地域に分けたブロックごと及び複数の町内会・自治会が合同で実施する健康に関

実施場所 実施期間

市内２２医療機関 令和４年６月１日から９月３０日まで

実施場所 実施期間

市内２２医療機関 令和４年７月１日から１０月３１日まで

開催日 内 容 出席者数

令和４年７月２６日
・令和３年度の主な健康課事業について
・令和４年度の主な健康課事業について
・第２５回あきる野市健康のつどいについて

１５

令和５年２月１３日
・第２５回あきる野市健康のつどい報告

・令和４年度の主な健康課事業について
１５

区 分 実施回数 出席者数

全体会 １ ５８

ブロック連絡会 １２ ８２

役員会 ２ ２８

合 計 １５ １６８

区 分 実施回数 出席者数

普通救命講習会
胸骨圧迫の方法、人工呼吸の方法、ＡＥＤ の

使い方等
２ ２２

リズム体操練習会 「美しいまちのバラード」リズム体操の練習 １ ４２

疾患に関する研修

心も元気に地域とのつながりを深めよう

～ゲートキーパーについて～

講師：秋川病院 植田 宏樹先生

１ ３３

合 計 ４ ９７
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する活動（テニス練習会、フラストレッチ体験会等）を実施した。

（５）町内会、自治会単位活動

各町内会・自治会において健康づくり市民推進委員が中心となり、新型コロナ対策を講じなが

らウォーキング、体操、グラウンドゴルフ等を実施した。

（６）他の団体への協力活動

実施回数 ９２回 推進委員延べ人数 １４３人

７ 地域イキイキ元気づくり事業（介護保険法の地域介護予防活動支援事業を含む。）

健康づくり市民推進委員を中心に、町内会・自治会、民生・児童委員、ふれあい福祉委員などの

協力を得て地域の会館などで開催した。会場では、体温測定、血圧測定、体操、レクリエーション、

健康のワンポイントアドバイス等楽しみながら健康づくりを実施した。

（１）地域イキイキ元気づくり事業

開催回数 一般参加者延べ人数 推進委員延べ人数

２０ １２８ ６０

活動日数 一般参加者延べ人数 推進委員延べ人数

３２６ ２２３０ ４９７

地 区 名 称 実施回数 一般参加者数
推進委員
参加者数

雨間
雨 間 ふ れ あ い サ ロ ン ９ １２４ ２６

グ リ ー ン タ ウ ン イ キ イ キ 会 １１ １００ －

野辺 野 辺 イ キ イ キ す る 会 １１ １７８ ３１

二宮 し あ わ せ 会 １０ ５９ ４８

小川・小川東 た ん ぽ ぽ グ ル ー プ １１ ８６ ２７

秋留台 秋 留 台 イ キ イ キ 元 気 会 ９ ７４ １５

秋川ハイツ す こ や か ハ イ ツ の 会 ６ ８５ －

平沢 平 沢 元 気 に な る ベ ー 会 １０ ９８ ２５

大塚 も く せ い 会 ９ ４７ ９

上引田 シ ラ サ ギ 会 １０ １１１ ２７

中引田 な ご み 会 ９ １２８ １７

下引田 下 引 田 ふ れ あ い サ ロ ン １１ ８７ ３６

渕上 出 雲 さ わ や か 会 １０ ９６ １７

上代継 ニ コ ニ コ サ ロ ン ９ ２０８ １５

油平 油 平 い き い き 会 １１ ８５ ３３

油平本町 油 平 本 町 す み れ の 会 １０ ９７ １０

富士見台 さ く ら 富 士 見 会 １０ １２７ １８

森山 も り も り 元 気 会 １０ ９４ －

高瀬 ニ コ ニ コ ぴ ん ぴ ん 元 気 ク ラ ブ １１ １３７ ２２

草花 草 花 イ キ イ キ 会 １１ ２２５ ２０

折立 折 々 あ お う 会 ９ ９３ ２４

西ヶ谷戸 西 ヶ 谷 戸 い っ て み ん 会 １１ ７５ ２１

瀬戸岡 瀬 戸 岡 よ っ て み よ う か い ９ １２２ ３４

草花住宅 草 花 住 宅 い き い き 会 １０ ５０ ２８

全地区（秋川） イ キ イ キ 元 気 づ く り 会 １１ １４２ １８

山田 山 田 の び の び 会 ９ １０４ ３５

網代 む ら さ き つ つ じ の 会 ９ ８２ ９

新宿 新 宿 花 み ず き 会 １０ ９８ ２６

上宿 上 宿 健 康 ク ラ ブ ９ ４６ ９
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（２）貯筋 力測定
ちょきんりょく

参加者のフレイル予防、筋力の維持増進を図るため「貯筋力測定」を取り入れ、消毒が可能で

感染リスクの少ない握力・バランスチェック・足趾力・歩幅力等の測定を実施した。また、その

他の測定として、骨密度測定・味噌汁の塩分濃度測定・血中酸素飽和度の測定も実施した。

８ 健康のつどい事業

（１）事業の名称 第２５回あきる野市健康のつどい

「気持ちよく体を動かそう」 ～つくろう！ あなたの筋肉～

（２）目的 市民一人ひとりが、いつまでも健やかで豊かな人生を送るため、健康意識の高揚と

地域全体の健康づくり活動の推進を図ること

（３）開催日 令和４年１０月１日

（４）会場 あきる野ルピア及び秋留野広場

（５）来場者数 延べ１，２４２人

（６）内容 展示、相談、骨密度測定、活動発表、薬物乱用防止啓発活動、愛の献血等

（７）会議等

「第２５回あきる野市健康のつどい運営委員会」をあきる野市健康づくり市民推進委員で組織

し、企画、準備及び運営を担当した。

９ めざせ健康あきる野２１推進会議

あきる野市健康増進計画「めざせ健康あきる野２１（第二次）」のめざす姿「ふれあい いきが

中平 中 平 ほ が ら か 会 １１ ７５ －

北伊奈 北 伊 奈 い ー な 会 ８ ９２ －

西伊奈 楽 し く ゆ こ う 会 １０ １１２ －

森ノ下 健 康 ク ラ ブ 「 ス マ イ ル 」 １１ １０４ １１

横沢 横 沢 仲 よ し 会 ９ ４１ １７

三内 笑 っ て 健 康 ＋ わ ん １０ ９７ １８

留原 留 原 健 康 ふ れ あ い サ ロ ン １１ １２１ ２０

中村 中 村 あ ゆ み 会 ９ １０８ －

高尾 高 尾 は な ま る サ ロ ン １１ １２４ －

上舘谷 い き い き ホ ッ ト サ ロ ン １０ ６６ １６

山下 山 下 健 康 づ く り の 会 １０ ６５ －

戸倉東部（下宿） 大 桜 元 気 会 １０ ９０ ９

戸倉東部（盆堀） ふ る さ と ゆ ず の 会 １０ ５０ ９

戸倉西部（星竹） 星 竹 若 鮎 会 ９ ４５ ９

戸倉西部（城山） 城 山 元 気 会 １０ ５３ １０

落合 落 合 い き い き 元 気 か い ？ １０ ６８ ４

軍道 若 が え ろ う 会 １０ １４６ １０

養沢 養 沢 い き い き 元 気 会 ９ ６９ ８

全地区（五日市） イ キ イ キ 元 気 会 １０ １３９ ４６

合 計 ４８会場 ４７３ ４，７２３ ７８７

内 容 実施回数 委員出席者数

健康のつどい役員会 ４ ７７

健康のつどい発足式及び事業報告会 ２ ８８

健康のつどい前日準備【令和４年９月３０日】 １ ８０

健康のつどい当日運営【令和４年１０月１日】 １ ８８

合計 ８ ３３３
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い 元気なまち」の実現に向け、計画の周知、栄養・食生活、運動の分野において、市民ボランテ

ィア（以下「２１推進メンバー」という。）と協働で事業を実施した。

（１）めざせ健康あきる野２１推進会議

ＰＲ班、チーム食生活レモン、ウォーキングⅡ班の３班に分かれ、毎月１０日前後に会議を開

催し、２１推進メンバーとともに活動内容等を検討した。

ア 開催回数 各班会議１２回 イ 出席者数 延べ３３７人

（２）めざせ健康あきる野２１推進会議代表者会議

各班の代表者とともに、全体活動及び推進会議の運営等を検討した。

ア 開催回数 ４回（うち書面１回） イ 出席者数 延べ４８人（うち書面７人）

（３）全体活動

ア 第２５回あきる野市健康のつどいでのＰＲ活動

（ア）開催日 令和４年１０月１日

（イ）会場 あきる野ルピア ルピアホール

（ウ）来場者 一般３７２人 ２１推進メンバー１２人

イ 第１００回 めざせ健康あきる野２１ ふれあいウォーク

（ア）開催日 令和４年１１月１９日

（イ）会場 五日市ひろば－広徳寺－秋川橋河川公園バーベキューランド－五日市会館

（ウ）参加者 一般４８人 ２１推進メンバー２８人

（エ）内容

（４）各班活動 ※準備会等は含まない。

班 内容

ウォーキングⅡ班 ２班に別れてウォーキングの実施

チーム食生活レモン
秋川橋河川公園バーベキューランドにてアンケート兼クイズの実

施、食塩に関する資料配付、チーム食生活レモンのＰＲ

ＰＲ班

ゴールでのお迎えの際に健康応援花の紹介、「めざせ健康あきる野

２１（第二次）」の概要版とめざせ健康あきる野２１推進会議（Ｓ

ｔｅｐⅡ）の案内チラシ、マグネットの配付

区分・名称
実施

回数

一般

参加

者数

２１推

進メン

バー等

内容

（ＰＲ班）

健康仮面のパワーアイ

テム募集チラシの配布

１

３３

（応募

件数）

―

チラシ作成及び市ホームページ、産業祭で

周知した。

＜チラシ設置・配布先＞

・市施設１２か所

・るのキッズ通信秋号（令和４年１０月～

１２月）と一緒に配布

・健康づくり市民推進委員へ配布

・アイテムへの応募３３件

（ＰＲ班）

産業祭での周知活動
１ ７７５ ４

「めざせ健康あきる野２１（第二次）」の

周知と健康応援花の紹介、レモンだより、

歩いて健康づくりの配布等を実施した。

（チーム食生活レモン）

野菜及び健康づくりに

関する情報提供

１１ ― ―

野菜に関すること、食に関すること、料理

レシピについて、市ホームページ掲載、健

康課事業等で市民に配布した。

＜内容＞

・チーム食生活レモンからのおすすめレシ

ピ総集編の作成及び配布 配布数３５９冊

・レモンだより５回発行
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10 自殺対策

生きることへの包括的な支援となる事業を地域全体で行い、誰もが自殺に追い込まれることのな

いまちを目指すため、自殺対策推進協議会及び庁内連絡会を設置し、自殺をめぐる現状や課題、対

策への取組について共有、検討した。

（１）自殺対策推進協議会（関係機関・関係団体、市民代表で構成）

（２）自殺対策庁内連絡会（庁内関係部署で構成）

11 災害医療体制整備事業

災害発生時の傷病者への医療の提供等について検討するため、地域の三師会（医師会、歯科医師

会、薬剤師会）及び災害拠点病院（公立阿伎留医療センター）と協議を行った。

（１）西多摩保健医療圏地域災害医療連携会議 医療救護所・避難所あきる野ブロック作業部会（三

師会、災害拠点病院、日の出町、あきる野市で構成）

・検診及び事業等で野菜に関する資料配布

１，０００枚

（ウォーキングⅡ班）

ふれあいウォーク実踏
６ ６０

ふれあいウォークのコースの安全確認のた

め実踏を実施した。

（ウォーキングⅡ班）

ふれあいウォーク
５ １３３ ８４

市内全域を歩けるように増戸地区、草花地

区、五日市地区、西秋留地区、東秋留地区

をコースとして考え実施した。

（ウォーキングⅡ班）

歩いて健康づくり記録

表

１ ５ ―

一人ひとりの身体活動を増やすため、記録

表を配布し、６か月間ウォーキングを実施

後提出してもらった。

合 計 ２５ ９４６ １４８

開催日 内 容 出席者数

令和４年８月３日
・自殺の現状と関連する状況について
・庁内の自殺対策の取組状況について
・令和４年度の自殺対策の推進について

１０

令和５年２月２８日
・自殺の現状と関連する状況について

・自殺対策の推進について
１１

開催日 内 容 出席者数

令和４年７月１日
・自殺の現状と関連する状況について
・庁内の自殺対策の取組状況について
・令和４年度の自殺対策の推進について

１２

令和５年１月２７日
・自殺の現状と関連する状況について

・庁内の自殺対策の取組状況について
１２

開催日 内 容 出席者数

令和４年９月１５日

・医療救護所の設置・運営について

・自宅療養者、濃厚接触者専用避難所の運営について

・災害薬事センターについて

１８

令和５年３月２日

・あきる野ブロック 医療救護所設置運営マニュアル

について

・災害薬事センターについて

１９
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12 学生実習指導

東京都の保健師学生実習配置計画に基づき、保健師学生（公衆衛生看護学）実習を受け入れて指

導にあたった。

（１）実習生 杏林大学保健学部看護学科 ２人

（２）期間 令和４年７月２５日から８月５日まで１０日間

13 阿伎留病院企業団関係

秋川流域３市町村で組織運営する阿伎留病院企業団の負担金（分賦金）を、３市町村で均等割

９％、人口割３０％、利用割６１％の率で負担した。

負担金額（年間） ７７７，９６９，０００円
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健康課 母子保健係

１ 乳幼児健康診査

母子保健法に基づき、子どもの健やかな成長及び発達並びに健康増進のため、月齢や年齢に合わ

せて乳幼児健康診査の集団健診を実施した。未受診者には、健診の重要性を伝えるなど受診勧奨を

行うとともに、必要に応じて関係機関と連携を図り、乳幼児や家族の状況把握に努めた。

新型コロナ対策のため、少人数制とし、回数を増やして実施した。

（１）３～４か月児健康診査（３０回・集団）

３か月から６か月の前日までの乳児を対象に実施した。

（２）１歳６か月児健康診査（４１回・集団）

１歳６か月から２歳の前日までの幼児を対象に実施した。

（３）３歳児健康診査（４３回・集団）

３歳から４歳の前日までの幼児を対象に実施した。

２ 心理相談

子どもの発達や関わりへの不安を持つ親子を対象に、子どもが個性に合った成長ができ、安心し

て子育てができるよう支援をするために個別相談や集団事業を実施した。

グループ指導は、新型コロナ対策のため一部中止した。

３ 妊婦健康診査（医療機関委託・個別）

妊婦の健康管理の充実及び経済的負担の軽減を図り、安心して妊娠・出産ができる体制を確保す

るために妊婦健康診査（１４回を限度）を実施した。 （単位：人）

対象者数 受診者数
受診率
（％）

有所見実数
（人）

有 所 見 延 べ 者 数

精密健診
受診(治療)
勧 奨

経過観察 その他

４３９ ４２６ ９７.０ １０７ １ ６ １６ １０１

対象者数 受診者数
受診率
（％）

有所見実数
（人）

有 所 見 延 べ 者 数

精密健診
受診(治療)

勧 奨
経過観察 その他

５６７ ５３９ ９５．１ １６５ ４ １２ ４６ １３５

対象者数 受診者数
受診率
（％）

有所見実数
（人）

有 所 見 延 べ 者 数

精密健診
受診(治療)

勧 奨
経過観察 その他

６３９ ５８８ ９２．０ ２３６ ３１ １３ ９２ １７１

１歳６か月児経過観察健康診査（４６回） ３歳児経過観察健康診査（４４回）

個別相談 グループ指導（こあら） 個別相談 グループ指導（ぱんだ）

実人員
延べ
人員

開催
回数

実人員
延べ
人員

実人員
延べ
人員

開催
回数

実人員
延べ
人員

４９ ８７ １１ １３ ６８ ３６ ７０ ９ ７ １８

回数 受診者数 異常なし 有所見実数 回数 受診者数 異常なし 有所見実数

１回目 ３７０ ３６７ ３ ８回目 ３５７ ３４９ ８

２回目 ３６２ ３５８ ４ ９回目 ３４７ ３３７ １０

３回目 ３６６ ３６３ ３ １０回目 ３３６ ３２６ １０

４回目 ３６２ ３５９ ３ １１回目 ３２４ ３１８ ６

５回目 ３６０ ３５１ ９ １２回目 ２９７ ２９２ ５
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※ 有所見実数については、有所見延べ者数

４ 里帰り等妊婦健康診査受診費助成

東京都外の医療機関又は市外の助産所で妊婦健康診査を受診した方を対象に、妊婦健康診査の受

診費用の負担軽減を図るために助成した。

（１）助成人数 ２８人

（２）助成件数

（３）助成金 （単位：円）

５ 新生児訪問（生後２か月まで）・こんにちは赤ちゃん事業（生後４か月まで）

生後４か月までの乳児のいる家庭を対象に、乳児とその保護者の心身の状況及び養育環境の把握

並びに助言を行うため、乳児家庭全戸訪問を実施した。

出生者数 ３８４人

※ 訪問時不在等のフォローは、地区担当保健師が状況を把握し、後日、訪問や健診等で面談を

行っている。

６ ６～７か月児及び９～１０か月児健康診査

６か月から８か月の前日、９か月から１１か月の前日までの乳児を対象に、医療機関において健

康診査（個別）を実施した。 （単位：人）

７ 訪問指導実施状況

妊産婦又は乳幼児の健康診査結果に基づき、助産師、保健師等が訪問し、保健指導を実施した。

６回目 ３６４ ３５８ ６ １３回目 ２１０ ２０９ １

７回目 ３６３ ３６１ ２ １４回目 １３４ １３２ ２

１回目 ２回目 ３回目 ４回目 ５回目 ６回目 ７回目

１ ０ ０ ４ ４ ８ ５

８回目 ９回目 １０回目 １１回目 １２回目 １３回目 １４回目

１２ １９ ２１ １８ １８ １７ １０

１回目 ２回目 ３回目 ４回目 ５回目

１０，８５０ ０ ０ ２０，０８０ １９，１４０

６回目 ７回目 ８回目 ９回目 １０回目

３８，１４０ ２２，１４０ ５５，９２０ ９１，１５０ １０２，４２０

１１回目 １２回目 １３回目 １４回目 合 計

８６，９８０ ８７，６４０ ８４，３４０ ４８，８６０ ６６７，６６０

訪問内容等 人数 合計 訪問率

訪問
新生児訪問 ２１２

３７９ ９８．７％
こんにちは赤ちゃん訪問 １６７

訪問時不在等
里帰り ４

５ －
入院中・市外居住 １

６～７か月児 ９～１０か月児

受診者数 異常なし 疑い 有所見実数 受診者数 異常なし 疑い 有所見実数

４０４ ３６２ ６ ３６ ４０６ ３７４ ６ ２６
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（単位：人）

８ 保健指導（健康相談）実施状況（延数）

妊婦から幼児とその保護者を対象に、専門職による相談等を実施した（「１ 乳幼児健康診査」

及び「９ 育児相談」における保健指導は含まない）。 （単位：人）

９ 育児相談

乳児から幼児とその保護者を対象に、個別に育児相談を実施した。新型コロナ対策のため、定員

制とし実施した。 （単位：人）

10 母親学級

出産・子育てに向けて、妊婦とその家族を対象に安心して出産・子育てができるよう支援した。

新型コロナ対策のため、プログラムの縮小や入れ替え制などによって実施した。

（１）母性科

（２）育児科

乳幼児の成長に応じた適切な離乳食づくりを通して、食習慣の確立を支援することを目的に次

の教室を実施した。

ア 乳児（離乳食の目的と進め方について、講話と実演により、乳汁から幼児食に移行するまで

の基本的な知識を段階別に支援）

（ア）離乳食教室（対象 おおむね４～６か月児の保護者）・離乳食づくりスタートコース

（イ）離乳食教室（対象 おおむね５～１１か月児の保護者）・離乳食ワンステップコース

イ 幼児（バランスのとれた幼児食や望ましいおやつ等について、講話と実演により、自立して

食べることの確立に向けて、自食行動を起こし、望ましい食環境を整えることができるように

支援）

離乳食教室（対象 おおむね１歳児の保護者）・幼児食ステップアップコース

妊 婦 産 婦 新 生 児 未 熟 児 その他

実人員
延べ
人員

実人員
延べ
人員

実人員
延べ
人員

実人員
延べ
人員

実人員
延べ
人員

１７ ２６ ２４５ ２６２ １７８ １８３ ２ ２ １１７ １５４

妊 婦 産 婦 乳 児 幼 児 その他

面接 電話 面接 電話 面接 電話 面接 電話 面接 電話

３９８ ４６９ ２３ ２５４ ３７ ４０８ ２１ ２４７ ４ ０

あきる野保健相談所（２４回） 五日市保健センタ－（１２回） 合 計 （３６回）

乳 児 幼 児 乳 児 幼 児 乳 児 幼 児 合 計

１３７ １３３ ４８ ４２ １８５ １７５ ３６０

平日コース（３日制） 土曜日コース

開催日数 受講者数 受講者延べ数 開催日数 受講者数

１２ ６０ ９４ ４ ６７

開催日数 受講者数 受講者延べ数

６ ２７ ２７

開催日数 受講者数 受講者延べ数

６ ２３ ２３

開催日数 受講者数 受講者延べ数

６ ８ ８
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11 歯科健診等

（１）一般及び幼児歯科健康診査

歯科医師による口腔診査と個別相談、歯科衛生士による歯みがき指導と食生活の確認を実施し

た。

（２）乳幼児歯科相談

歯科健診や予防処置を継続的に行うことで乳幼児の口腔の健全な発育発達を促し、心身の健康

増進を図るために実施した。新型コロナ対策のため、人数を制限して実施した。

（３）歯科健康教育

食生活とむし歯の関係、口腔清掃の正しい方法、口腔疾患の予防及び口腔機能の獲得を理解す

るために実施した。新型コロナ対策のため、むし歯予防教室は個別、離乳食教室はプリントのみ

の配付、その他の集団教室は中止とした。

12 栄養指導

妊産婦や乳幼児とその保護者たちが望ましい食習慣を身に付け、健康的な子育てができるように、

妊娠中の食事や離乳食のすすめ方の情報提供を集団と個別相談を通じて支援した。

新型コロナ対策のため、乳幼児の集団指導はせず、個別指導とプリント配付とした。

13 乳幼児発達健診（年１２回・個別）

子どもの発育・発達上の問題を抱える親子を対象に、子どもが個性に合わせて成長し、保護者が

安心して子育てができるよう小児科医師による発達健診を実施した。

14 乳幼児経過観察健診（年１２回・個別）

子どもの発育上の問題を抱える親子を対象に、子どもが健やかに成長し、保護者が安心して子育

てができるよう小児科医師による経過観察健診を実施した。

事業名 回数 人数 むし歯のない者 むし歯のある者

妊婦歯科健診（母親学級） ４ ３３ ２９ ４

１歳６か月児健診 ４１ ５３９ ５３４ ５

３歳児健診 ４３ ５８７ ５３９ ４８

事業名 回数 人数 塗布歯数（本）

歯科健康診査 ５２ ３３９

予防処置（フッ化物塗布） １３７ ５７７ ９，３２６

事業名 回数 人数 事業名 回数 人数

むし歯予防教室 １０ １５ 園はみがき指導 ― ―

離乳食教室 ０ ０ 乳児健康診査（集団指導） ― ―

妊 産 婦 乳 幼 児

集団指導 個別栄養指導
（人）

集団指導 個別栄養指導
（人）実施回数 延べ人員 実施回数 延べ人員

４ ２７ ４ ― ― ３８９

乳 児 幼 児

実人員 延べ人員 実人員 延べ人員

１ １ ３０ ７０

乳 児 幼 児

実人員 延べ人員 実人員 延べ人員

１３ １４ ２２ ４４
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15 妊娠届受理件数

妊娠届を提出された方に、保健師等が面接を行い、妊娠・出産の経過、子どもの発育状況、健康

診査及び予防接種等を記録する母子健康手帳を交付するとともに、妊婦健康診査受診票、母と子の

健康を守るサービスのチラシ、出産・育児に関するパンフレットなどが入った「母と子の保健バッ

グ」、育児パッケージ（子育て応援品）などを配付した。

（１）妊娠届受理件数 ３７３件 （２）育児パッケージの配付 ３７３件

16 出生通知票受理件数

赤ちゃんの母子保健サービスの入り口として、出生通知票を受理した。

件数 ３９２件

17 子育て関連情報の配信

毎月２回（健康課１回※、子ども家庭支援センター１回）、メール配信サービスで「子育て応援

情報」の登録者に子育て応援メールを配信した。 ※１月は２回配信

18 めざせ健康あきる野２１（第二次）計画推進事業

領域２の子育て・親子の健康「妊娠期からの切れ目のない子育て親子の健康づくり」をめざし、

地域で安心して子育てができることを目標に、評価目標である「積極的に育児をしている父親を増

やす」ために、父親向けの育児参加に関するリーフレットを作成し、乳幼児健康診査事業等で活用

した。

19 未熟児養育医療助成

身体の発育が未熟なまま生まれ、入院を必要とする乳児が、指定医療機関において入院治療を受

ける場合に、その治療に要する医療費を市が負担した。

（１）給付件数等 （単位：件）

（２）医療費助成件数及び金額

20 東京都子ども医療費助成申請書等受理件数

小児慢性疾患医療費助成

児童福祉法第２１条の５の規定により、慢性疾患にかかっていることにより長期に療養を必要と

する児童等の健全な育成を図るため、東京都が実施し、市が申請等の手続処理を行った。

月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

利用者数
（人）

３，０８２ ３，１０３ ３，１２６ ３，１５１ ３，１７８ ３，１９２

月 １０月 １１月 １２月 １月※ ２月 ３月

利用者数
（人）

３，１９６ ３，２０４ ３，２１９ ３，２３６ ３，２４８ ３，２６７

医療券認定件数 継続協議 変更届 再交付申請

８ ０ ０ ０

区 分 件 数 医療助成金額（円） 費用徴収額（円）

社会保険 ８ １，７６３，６３８ ４１３，２７０

国民健康保険 ５ ８２８，９４３ ５３，７４７

合 計 １３ ２，５９２，５８１ ４６７，０１７
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21 新生児聴覚検査受診費助成

里帰り出産等の理由により東京都外の医療機関で新生児聴覚検査を受診した方を対象に、新生児

聴覚検査の受診費用の負担軽減を図るために助成した。

22 特定不妊治療費助成

医療保険が適用されない高額な特定不妊治療を受診者の経済的負担を軽減するため、医療費の助

成事業を実施した。

23 産後ケア事業

産後に心身の不調又は育児不安等がある方に対し、心身のケアや育児のサポート等を行った。

（１）利用者数

（２）委託料

24 東京都出産応援事業

コロナ禍において子どもを産み育てる家庭を応援・後押しするため、対象者の方に１０万円分の

育児用品・子育て支援サービス等のギフトカードを配付した。

（１）対象者

令和４年３月 1 日から令和５年２月２８日までの間に出産し、出生日に市内に出生した子ど

もを含む住民登録がある世帯

（２）配付件数（再送付含む）

小児慢性疾患医療費助成
申請書兼同意書（新規）

小児慢性疾患医療費助成
申請書兼同意書

変更届 医療券再交付申請書

８ ５４ ６ ０

助成人数（人） 助成件数（件） 助成金額（円）

２３ ２３ ６８，１００

助成人数（人） 助成件数（件） 助成金額（円）

３０ ５０ ２，３８３，７２０

利用型 実利用者数（人） 認定件数（件） 延べ利用日数（日）

宿泊型 ４ ６ ２１

訪問型 ３ １４ ７１

通所型 １３ １８ ６９

合 計 ２０ ３８ １６１

利用型（委託先） 委託料（円）

宿泊型（公立阿伎留医療センター、あきなかレディースクリニック） ７９９，３７０

訪問型（森田助産院） １,０８２，０００

通所型（森田助産院） ２,００１，０００

合 計 ３,８８２，３７０

発送月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

件数 ３９ ３８ ３６ ３１ ２８ ３９

発送月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

件数 ４２ ３１ ２５ ２２ ３９ ３１

合計 ４０１
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健康課 予防推進係

１ 予防接種法関係

予防接種法に基づき、定期予防接種をあきる野市医師会等の協力を得て実施し、感染症の予防を

図った。未接種者に対しては、勧奨通知の送付や乳幼児健診時の指導のほか、予防接種モバイルサ

ービスを提供し、接種率の向上に努めた。

（１）予防接種別実施状況

ア ジフテリア、百日せき、破傷風、急性灰白髄炎

（ア）対象者

１期初回・追加 生後３月から生後９０月に至るまでの間にある者

（イ）標準的な接種期間

１期初回 生後３月に達した時から生後１２月に達するまでの期間

１期追加 １期初回接種（３回）終了後１２月から１８月までの間隔をおく。

イ ジフテリア、破傷風

（ア）対象者

２期 １１歳以上１３歳未満の者

（イ）標準的な接種期間

１１歳に達した時から１２歳に達するまでの期間

ウ 麻しん 風しん

対象者

１期 生後１２月から生後２４月に至るまでの間にある者

２期 ５歳以上７歳未満の者であって、小学校就学の始期に達する日の１年前の日から当該

始期に達する日の前日までの間にある者

エ 日本脳炎

（ア）対象者

１期初回・追加 生後６月から生後９０月に至るまでの間にある者

２期 ９歳以上１３歳未満の者

（イ）標準的な接種期間

１期初回 ３歳に達した時から４歳に達するまでの期間

１期追加 ４歳に達した時から５歳に達するまでの期間

２期 ９歳に達した時から１０歳に達するまでの期間

接種方法 種 別 対象者数 接種済者数 接種率(％) 備 考

個別接種 第１期

初
回

１回目 ４００ ３８２ ９５．５

１５委託医療
機関で実施

２回目 ４０３ ３９３ ９７．５

３回目 ４０８ ４０５ ９９．３

追 加 ４８３ ４３８ ９０．７

合 計 １，６９４ １，６１８ ９５．５

接種方法 種 別 対象者数 接種済者数 接種率(％) 備 考

個別接種 第２期 ７４５ ４８３ ６４．８ １９委託医療機関で実施

接種方法 種 別 対象者数 接種済者数 接種率(％) 備 考

個別接種
第１期 ４５１ ４４０ ９７．６

１期１８、２期１９委託
医療機関で実施

第２期 ５９８ ５６０ ９３．６

合 計 １，０４９ １，０００ ９５．３
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オ 日本脳炎（特例対象者）

対象者 平成７年４月２日から平成１９年４月１日生まれまでの２０歳未満の未接種者

カ 結核（ＢＣＧ）

（ア）対象者

生後１歳に至るまでの間にある者

（イ）標準的な接種期間

生後５月に達した時から生後８月に達するまでの期間

キ Ｈｉｂ（ヒブ）感染症

（ア）対象者

生後２月から生後６０月に至るまでの間にある者

（イ）標準的な接種期間

初回接種開始は、生後２月から生後７月に至るまで

追加接種は、初回接種終了後７月から１３月までの間隔をおく。

ク 小児の肺炎球菌感染症

（ア）対象者

生後２月から生後６０月に至るまでの間にある者

（イ）標準的な接種期間

初回接種開始は、生後２月から生後７月に至るまで

追加接種は、初回接種終了後６０日以上の間隔をおいて生後１２月から生後１５月に至る

まで

接種方法 種 別 対象者数 接種済者数 接種率(％) 備 考

個別接種
第１期

初
回

１回目 ５１７ ４７８ ９２．５

１期１７、２
期２１委託医
療機関で実施

２回目 ５１７ ４９６ ９５．９

追 加 ８２０ ６５２ ７９．５

第 ２ 期 ７２９ ７１９ ９８．６

合 計 ２，５８３ ２，３４５ ９０．８

接種方法 種 別 対象者数 接種済者数 接種率(％) 備 考

個別接種
第１期

初
回

１回目 １，３７３ ２４ １．７

２１委託医療
機関で実施

２回目 １，４６７ ３０ ２．０

追 加 １，８８２ ４８ ２．６

第 ２ 期 ３，１１４ ２２９ ７．４

合 計 ７，８３６ ３３１ ４．２

接種方法 対象者数 接種済者数 接種率(％) 備 考

個別接種
集団接種

４２６ ４０８ ９５．８
個別１２委託医療機関で
実施

接種方法 種 別 対象者数 接種済者数 接種率(％) 備 考

個別接種

初
回

１回目 ３９６ ３８１ ９６．２

１５委託医療機関で実施

２回目 ３９６ ３８１ ９６．２

３回目 ３９６ ３８９ ９８．２

追 加 ４３４ ４３６ １００．５

合 計 １，６２２ １，５８７ ９７．８

接種方法 種 別 対象者数 接種済者数 接種率(％) 備 考

個別接種
初
回

１回目 ３９６ ３８２ ９６．５

１５委託医療機関で実施２回目 ３９６ ３７９ ９５．７

３回目 ３９６ ３９２ ９９．０
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ケ ヒトパピローマウイルス感染症

（ア）対象者

１２歳となる日の属する年度の初日から１６歳となる日の属する年度の末日までの間にあ

る女子

（イ）標準的な接種期間

１３歳となる日の属する年度の初日から当該年度の末日までの間

コ ヒトパピローマウイルス感染症（キャッチアップ接種）

対象者 平成９年４月２日から平成１７年４月１日までの間に生まれた女子

サ 水痘

（ア）対象者

生後１２月から生後３６月に至るまでの間にある者

（イ）標準的な接種期間

１回目 生後１２月から生後１５月に達するまで

２回目 １回目の接種終了後６月から１２月までの間隔をおく。

シ Ｂ型肝炎

（ア）対象者

生後２月から生後１２月に至るまでの間にある者

（イ）標準的な接種期間

生後２月に至った時から生後９月に至るまで。２７日以上の間隔を空けて２回接種した

後、１回目の接種から１３９日以上の間隔をおいて１回接種する。

ス ロタ

（ア）対象者（令和２年１０月１日から定期接種化）

１価ワクチン 生後６週０日後から２４週０日後に至るまでの間にある者

追 加 ４３４ ４３２ ９９．５

合 計 １，６２２ １，５８５ ９７．７

接種方法 種 別 対象者数 接種済者数 接種率(％) 備 考

個別接種

１回目 １，８４９ １７３ ９．４

１５委託医療機関で実施
２回目 １，８４９ １５６ ８．４

３回目 １，８４９ １２８ ６．９

合 計 ５，５４７ ４５７ ８．２

接種方法 種 別 対象者数 接種済者数 接種率(％) 備 考

個別接種

１回目 ２，８４７ １４０ ４．９

１６委託医療機関で実施
２回目 ２，７８２ １２７ ４．６

３回目 ２，７７１ ７９ ２．９

合 計 ８，４００ ３４６ ４．１

接種方法 種 別 対象者 接種済者数 接種率(％) 備 考

個別接種
１回目 ４５１ ４４１ ９７．８

１７委託医療機関で実施２回目 ４６７ ３９３ ８４．２

合 計 ９１８ ８３４ ９０．８

接種方法 種 別 対象者数 接種済者数 接種率(％) 備 考

個別接種

１回目 ３９６ ３７８ ９５．５

１５委託医療機関で実施
２回目 ３９６ ３７８ ９５．５

３回目 ３９６ ４２２ １０６．６

合 計 １，１８８ １，１７８ ９９．２
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５価ワクチン 生後６週０日後から３２週０日後に至るまでの間にある者

（イ）標準的な接種期間

１価ワクチン 生後６週０日後から１４週６日後に至るまで（１回目）

５価ワクチン 生後６週０日後から１４週６日後に至るまで（１回目）

セ インフルエンザ

対象者 満６５歳以上及び６０歳以上６５歳未満の者であって政令で定める者

ソ 高齢者肺炎球菌ワクチン

対象者 令和４年度中に６５歳、７０歳、７５歳、８０歳、８５歳、９０歳、９５歳、

１００歳となる者及び６０歳以上６５歳未満の者であって政令で定める者

タ 風しん第５期

（ア）抗体検査

対象者 昭和３７年４月２日から昭和５４年４月１日までの間に生まれた男性

（イ）予防接種

対象者 風しん抗体検査を受け、低抗体者であると判明した者

（２）予防接種健康被害調査委員会

あきる野市予防接種健康被害調査委員会を開催し、新型コロナウイルスワクチン接種（開催３

回、調査件数７件）の健康被害の調査等を行い、国に進達した。

２ 任意予防接種等事業関係

あきる野市医師会の協力を得て、風しん抗体検査及び風しん予防接種を実施し、先天性風しん症

候群の発生防止に努めた。

（１）先天性風しん症候群対策風しん抗体検査事業

対象者 市内に住所を有する１９歳以上の者で、妊娠を予定又は希望している女性及びその女

性と同居している者並びに妊婦と同居している者

※ 既に風しんワクチン（混合ワクチン含む。）を２回以上受けている者又は自身で

抗体検査を受け、低抗体者（HI 法１６倍以下、EIA 法における EIA 価８．０未満

又は国際単位①３０lU/ｍl 未満、国際単位②４５lU/ｍl 未満）と確認できる者は

接種方法 種 別 対象者数 接種済者数 接種率(％) 備 考

個別接種

１価
１回目 ３９３ ３０７ ７８．１

１３委託医療
機関で実施

２回目 ３９３ ３０１ ７６．６

合 計 ７８６ ６０８ ７７．４

５価

１回目 ３９３ ６５ １６．５

２回目 ３９３ ６３ １６．０

３回目 ３９３ ７１ １８．１

合 計 １，１７９ １９９ １６．９

１回目合計（１価、５価） ３９３ ３７２ ９４．７

接種方法 対象者数 接種済者数 接種率(％) 備 考

個別接種 ２５，００１ １４，１３４ ５６．５ １７３委託医療機関で実施

接種方法 対象者数 接種済者数 接種率(％) 備 考

個別接種 ２，６９２ ９１７ ３４．１ ２５委託医療機関で実施

検査方法 クーポン券発行数 検査済者数 検査率(％) 備 考

個別検査 ８，０５０ ４４８ ５．６ 全国の委託医療機関で実施

接種方法 検査済者数 接種済者数 接種率(％) 備 考

個別接種 ９５ ８７ ９１．６ 全国の委託医療機関で実施
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除く。

（２）先天性風しん症候群対策風しん予防接種助成事業

対象者 市内に住所を有する１９歳以上の者で、妊娠を予定又は希望している女性及びその女

性と同居している者並びに妊婦と同居している者で、次のいずれかに該当する者

・風しん抗体検査を受け、低抗体者であると判明した場合

・妊婦健康診査で低抗体者であると判明し、出産後速やかに接種を受ける場合

・自身で抗体検査を受けた場合などで、低抗体者であると確認できる場合

３ 臨時予防接種等事業関係

公立阿伎留医療センター、あきる野市医師会等の協力を得て、新型コロナウイルスワクチン接種

(集団及び個別)を実施し、新型コロナウイルス感染症の発生防止に努めた。

（１）実施状況（令和５年３月３１日時点）

ア 初回接種（５歳以上は１・２回目、６か月～４歳は１～３回目）

（ア）対象者

６か月以上の者

（イ）標準的な接種期間

２１日以上の間隔を空けて２回接種

（６か月～４歳は２回目を接種後、８週間の間隔を空けて３回目を接種）

イ オミクロン株対応ワクチン接種（３～５回目）

（ア）対象者

前回の接種終了後３か月経過した５歳以上の者

（イ）標準的な接種期間

前回の接種終了後３か月経過後

（２）新型コロナワクチンの接種状況（令和５年３月３１日時点・累計）

検査方法 受診券発行数 検査済者数 検査率(％) 備 考

個別検査 ３６ ２７ ７５．０ ２３委託医療機関で実施

接種方法 助成券発行数 接種済者数 接種率(％) 備 考

個別接種 ３６ ２８ ７７．８ ２３委託医療機関で実施

年齢区分
接種対象

者数

1 回目

接種者数

1 回目

接種率

2 回目

接種者数

2 回目

接種率

3 回目

接種者数

3 回目

接種率

12 歳以上 72,659 62,358 85.8% 62,100 85.5% 53,663 73.9%

(うち 65 歳以上) 24,333 22,878 94.0% 22,825 93.8% 22,273 91.5%

5 歳～11 歳 4,531 813 17.9% 782 17.3% 395 8.7%

6 か月～４歳 2,391 57 2.4% 54 2.3% 25 1.0%

合計 79,581 63,228 79.5% 62,936 79.1% 54,083 68.0%

年齢区分
接種対象

者数

4 回目

接種者数

4 回目

接種率

5 回目

接種者数

5 回目

接種率

12 歳以上 72,659 39,132 53.9% 21,357 29.4%

(うち 65 歳以上) 24,333 20,716 85.1% 17,200 70.7%

5 歳～11 歳 4,531 3 0.1% 対象外 対象外

6 か月～４歳 2,391 対象外 対象外 対象外 対象外

合計 79,581 39,135 50.7% 21,357 29.4%
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４ 休日診療関係

（１）医科診療

休日における急病患者の利便を図るため、あきる野市医師会の協力を得て休日診療及び準夜診

療を７２日実施した。

（２）歯科診療

休日における急病患者の利便を図るため、東京都西多摩歯科医師会の協力を得て休日診療を

４５日実施した。

５ 畜犬登録事務

６ 薬物乱用防止活動

市庁舎及び二十歳を祝う会においてパンフレット等の配布により啓発活動を行った。

東京都薬物乱用防止推進秋川地区協議会あきる野支部により、青少年の薬物乱用防止対策の一環

として、中学生を対象に薬物乱用防止ポスター・標語の募集をし、応募作品の展示を行った。

標語応募数 ８３２件 ポスター応募数 １４２件

７ エイズ予防運動

市庁舎及びあきる野保健相談所において、パンフレット等の配布により啓発活動を行った。

８ 献血関係

市庁舎北側駐車場で計３日、献血を実施した。

９ 骨髄移植ドナー支援事業

ドナー登録者を増やすため、骨髄等の提供を完了した方と事業所に対して助成金を交付する制度

を設けているが、申請はなかった。

休日診療（９：００～１７：００） 準夜診療（１７：００～２２：００）
合計

診療科目 内科 小児科その他 小計 診療科目 内科 小児科 その他 小計

受診者数 1,090 467 127 1,684 受診者数 339 137 75 551 2,235

１日当た
り平均
受診者数

15.1 6.5 1.8 23.4
１日当た
り平均
受診者数

4.7 1.9 1.0 7.6 31.0

休日診療（９：００～１７：００）

診療科目 受診者数 １日当たり平均受診者数

歯 科 ５６ １．２

新規登録数 ２９５件

鑑札再交付 ２２件

無償交付数 ０件

鑑札交換数 １２７件

捕獲犬の拘留に関する公示 ０件

引き取り、収容動物の公示 ２件

登録総数（年度末現在） ４，４５２頭

受 付 者 数 献 血 者 数 献 血 内 容 （単位：人）

２００ １６４
２００ｃｃ ４００ｃｃ 成分献血

４ １６０ ０



- 234 -

10 あきる野市感染症対策本部事務

市長を本部長とする新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく「あきる野市新型コロナウイ

ルス感染症対策本部」を設置し、全８回の会議等の事務を行った。

11 新型コロナウイルスワクチン接種事業

（１）「あきる野市新型コロナウイルスワクチン接種コールセンター」を設置し、新型コロナウイル

スワクチン接種に関する相談対応を行った。

ア 時 間 平日 午前８時３０分～午後８時００分

土日祝日 午前８時３０分～午後５時１５分

イ 電話番号 ０１２０－５６７－２０５（フリーダイヤル）

ウ 相談件数 ４１，５３２件（電話４１，１２０件、窓口４１２件）

（２）新型コロナウイルスワクチン接種の集団接種会場までの移動手段がない６５歳以上の方を対象

にタクシー利用料金の一部助成を行った。

利用人数 ４３５人

12 新型コロナウイルス感染症に係る社会福祉施設の従業員等検査事業

新型コロナ対策として、市内の社会福祉施設の従業員や施設の新規利用者等に対する検査事業を

あきる野市医師会等の協力を得て実施した。

検査件数 １４８件

13 医療機関支援事業

新型コロナ対策として、感染拡大防止や新型コロナウイルスワクチン接種に向け取り組んでいる

医療機関に対し、支援金を支給した。

14 自宅療養者支援事業

新型コロナウイルス感染症の自宅療養者に対して、食料支援とパルスオキシメーターの貸出を行

った。

申し込み件数 １，１５５件

食料支援人数 ３，４９９人

パルスオキシメーター貸出 ８６件

件 数 金 額

医療機関 ４回目 ３５件 ４５，５３６，５００円


